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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 （千円） 3,893,919 － － 3,888,566 3,523,715

経常利益又は経常損失（△） （千円） △45,947 － － 228,065 79,313

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） △457,851 － － 190,369 69,452

包括利益 （千円） － － － 190,369 69,452

純資産額 （千円） － － － 1,494,986 1,564,351

総資産額 （千円） － － － 1,974,892 1,957,529

１株当たり純資産額 （円） － － － 342.03 357.86

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △158.72 － － 42.64 15.89

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － 42.55 15.76

自己資本比率 （％） － － － 75.7 79.9

自己資本利益率 （％） － － － 16.6 4.5

株価収益率 （倍） － － － 9.6 54.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 201,398 － － 259,977 260,636

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △219,271 － － △113,387 △89,786

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 194,314 － － △325,485 △27,890

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 722,730 － － 729,242 868,256

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

120

(30)

107

(36)

　（注）１．第18期及び第19期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．第17期については、平成21年９月30日で連結子会社であった株式会社メディアグロウの全保有株式を売却し
たことにより、連結会計年度末において連結の範囲に該当する子会社が存在しないため、連結貸借対照表を
作成しておりません。そのため、第17期の純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率、自己
資本利益率及び従業員数については記載しておりません。

４．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、１株当た
り当期純損失であるため記載しておりません。

５．平成25年４月１日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第17期の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純
損失金額、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．第17期の株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。
７．第20期及び第21期は、連結子会社が存在するため、連結財務諸表を作成しております。
８．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 （千円） 2,759,218 1,342,117 1,231,161 2,932,044 3,192,107

経常利益又は経常損失（△） （千円） △53,129 28,191 4,850 165,365 85,207

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） △457,851 △56,986 △32,252 140,833 79,338

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 563,900 563,900 563,900 563,900 563,900

発行済株式総数 （株） 28,877 28,877 28,877 44,939 4,370,900

純資産額 （千円） 888,981 820,863 804,928 1,445,451 1,524,978

総資産額 （千円） 1,534,100 1,411,532 1,166,095 1,810,737 1,925,723

１株当たり純資産額 （円） 306.59 287.47 280.98 330.70 348.85

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

（円）
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △158.72 △20.06 △11.29 31.54 18.15

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － 31.48 18.00

自己資本比率 （％） 57.6 57.7 69.0 79.8 79.2

自己資本利益率 （％） － － － 12.5 5.3

株価収益率 （倍） － － － 13.0 47.5

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － 46,573 126,341 － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － 5,148 10,220 － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － 87,845 △231,401 － －

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） － 862,298 767,459 － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

51

(9)

41

(5)

38

(12)

92

(29)

93

(34)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
３．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。
４．第17期、第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあ
りますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．平成25年４月１日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第17期の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純
損失金額、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．第17期、第18期及び第19期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失のため記載しておりませ
ん。

７．第17期、第20期及び第21期は連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フローに係る各項目について
は記載しておりません。

８．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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２【沿革】

年月 事項

平成６年３月 東京都千代田区東神田にキャラクター商品の企画及び著作権、商標権、意匠権の管理（プロパティ事

業）を目的とした、株式会社マッキャナを設立（資本金10百万円）

平成９年12月 株式会社ハイジに商号変更

平成12年３月 株式会社セプテーニ（注１）への第三者割当増資を実施し、同社のグループ会社となる

平成12年４月 本店を東京都新宿区西新宿に移転

平成13年１月 コンテンツ事業を開始

平成14年11月 広告事業を開始

平成17年９月 株式会社ハイジを存続会社として、株式会社ピュアクリック、株式会社HRIを吸収合併

平成17年11月 アクセルマーク株式会社に商号変更

平成20年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成21年４月

　

平成21年９月

メディアプランニング事業（広告事業より名称変更）を、新たに設立した100％子会社、株式会社メ

ディアグロウへ会社分割により事業承継

株式会社メディアグロウの全株式を、株式会社セプテーニ・ホールディングスへ売却

平成22年３月 SNS向けアプリの提供を開始

平成22年７月 電子書籍化支援サービス「AXEL BOOK」を開始。スマートフォン向けコンテンツ提供を開始。

平成23年10月 当社を存続会社として、エフルート株式会社を吸収合併。（注２）

同社の広告事業及びソーシャルゲーム事業を承継し、同社の子会社である、エフルートレックス株式会

社（注３）及びエフルート・モバイル・テクノロジー株式会社（注４）を連結の範囲に取り込む。

平成24年６月 株式会社インディソフトウェアの株式を取得し、子会社化

平成24年８月 株式会社ディー・エヌ・エーと戦略的提携

平成24年９月　 当社子会社である、エフルートレックス株式会社と株式会社インディソフトウェアが合併（注３）

平成25年８月 当社子会社である、アクセルビート株式会社を解散

　（注）１．株式会社セプテーニは、平成18年10月１日付で株式会社セプテーニ・ホールディングスに商号変更しており

ます。

２．平成23年10月１日を効力発生日として、当社を存続会社、エフルート株式会社を消滅会社とし、合併してお

ります。

３．平成24年９月30日を効力発生日として、エフルートレックス株式会社を存続会社、株式会社インディソフト

ウェアを消滅会社として合併し、同日付で存続会社であるエフルートレックス株式会社は、株式会社イン

ディソフトウェアに商号変更しております。また、平成25年10月１日付で、株式会社インディソフトウェア

はアクセルゲームスタジオ株式会社に商号変更しております。

４．平成24年６月４日付で、アクセルビート株式会社に商号変更しております。
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３【事業の内容】

　インターネットを通じて、エンターテインメントをより多くの人に、たくさん届けることが当社の使命と捉え、当

社は、『「楽しい」で世界をつなぐ』という経営理念を掲げております。

　当社は、この経営理念を体現するべく、事業を推進しております。

　

①　セグメント及び事業の概要

　平成25年９月30日現在、当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社並びに、当社の完全子会社である株式会

社インディソフトウェアの計２社で構成されており、ソーシャルゲームの企画・開発・運営、携帯電話・スマート

フォン向けコンテンツの配信、モバイル向け広告枠の販売及び広告仲介を主な事業としております。

　当社グループの事業セグメント、当該セグメントに係る当社グループ各社の位置付け及び事業の概要は以下の通り

であります。

（平成25年９月30日現在）

セグメントの名称 当社グループ各社の位置付け 事業の概要

ソーシャルゲーム事業
アクセルマーク株式会社（当社）

株式会社インディソフトウェア

・ソーシャルゲームの企画・開発・

運営等

コンテンツ事業 アクセルマーク株式会社（当社）
・携帯電話・スマートフォン向けコ

ンテンツの配信

広告事業 アクセルマーク株式会社（当社）
・広告ネットワーク事業

・検索ポータル事業　

（注）広告事業における海外向け事業開発及び新規事業を担当していた子会社アクセルビート株式会社は、平成25年

８月に解散いたしました。

　

②　事業の具体的内容

　平成25年９月30日現在における事業の具体的内容は以下の通りです。

(1) ソーシャルゲーム事業

　大手SNS、App Store等のプラットフォームを通じて、一般消費者（以下、「ユーザー」といいます。）に対し、

ソーシャルゲームを提供しております。ゲームにおける企画・開発・運営、集客、結果分析及びフィードバックを

すべて自社にて行うオリジナルタイトルに加え、権利保有者やアライアンスパートナーと協業して提供する協業タ

イトルの提供を行っております。

　ゲーム内におけるアイテム課金を主な収益としており、適切にユーザーの興味・嗜好を捉えたゲームを提供する

ことによって、収益性を高めております。

　[事業系統図]
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 (2) コンテンツ事業

　主にユーザーに対し、NTTドコモ等の通信キャリア、大手SNS、App Store等のプラットフォームを通じて、音

楽、書籍、動画等のデジタルコンテンツを販売しております。

　具体的には、当社又は他の事業者が企画・製作・運営を行うモバイルサイト、あるいはApp Store等のプラット

フォームを通じて、電子書籍、音楽、動画、画像等のデジタルコンテンツを販売しております。

　[事業系統図]

　

(3) 広告事業

　数多くのモバイル広告媒体（掲載メディア）をネットワーク化の上、広告主に当該ネットワーク内の広告枠を販

売し、手数料を収受する広告ネットワーク事業を中心としております。

　[事業系統図]
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４【関係会社の状況】

（平成25年９月30日現在）

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の所
有又は被所
有割合
（％）

関係内容

（親会社）

株式会社セプテーニ・ホール

ディングス

（注）１、２

東京都新宿区 2,025,310

株式等の保有を通

じた企業グループ

の統括・運営等

（被所有）

54.93
役員の兼任（４名）

（連結子会社）

株式会社インディソフトウェ

ア

（注）３、４、５

東京都中野区 10,000

ソーシャルゲーム

の企画・開発・運

営等

（所有）

100.00

事務所の転貸

役員の兼任（１名）

資金の貸付

当社が経営管理に関す

る業務を受託

ソーシャルゲームに係

る共同事業契約

　（注）１．株式会社セプテーニ・ホールディングスは、有価証券報告書を提出しております。

２．当社との間に重要な取引関係はありません。

３．平成25年10月１日付で株式会社インディソフトウェアは、アクセルゲームスタジオ株式会社に商号変更して

おります。

４．株式会社インディソフトウェアは債務超過会社であり、平成25年９月末時点で債務超過額は93,302千円であ

ります。

５．株式会社インディソフトウェアの売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）の当社グループ連結売上

高に占める割合が10％を超えております。同社の平成25年９月期における損益情報等は以下の通りです。

売上高　　　573,788千円

経常利益　　 53,371千円

当期純利益　 52,873千円

純資産額　 △93,302千円

総資産額　　255,446千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成25年９月30日現在）

セグメントの名称 従業員数（人）

 ソーシャルゲーム事業 55（30）

 コンテンツ事業 13（4）

 広告事業 13（1）

 全社（共通） 26（1）

合計 107（36）

（注）１．従業員数は就業人員でありますが、嘱託社員及び契約社員を含んでおりません。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

３．全社（共通）は、経理、総務等の管理部門、マーケティング、システム部門及び複数部門に跨って開発支援

を行う人員数であります。

４．従業員数は前期末から13名減少しておりますが、自己都合退職によるものであります。

　

(2）提出会社の状況

 （平成25年９月30日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

93（34） 29.0 3.1 4,474

　

セグメントの名称 従業員数（人）

 ソーシャルゲーム事業 41（28）

 コンテンツ事業 13（4）

 広告事業 13（1）

 全社（共通） 26（1）

合計 93（34）

（注）１．従業員数は就業人員でありますが、嘱託社員及び契約社員を含んでおりません。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

３．全社（共通）は、経理、総務等の管理部門、マーケティング、システム部門及び複数部門に跨って開発支援

を行う人員数であります。

４．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）経営成績に関する分析

（当連結会計年度の経営成績）

　　当連結会計年度におけるモバイルインターネットを取り巻く環境としては、日本国内におけるスマートフォン端

末が普及拡大し続けており、株式会社MM総研の調査によると平成25年９月末におけるスマートフォン契約数は

5,015万件で携帯電話契約数の42.2％となっており、平成25年３月末時点から4.9％上昇しております。

　　また、モバイルコンテンツ市場は、平成24年のモバイルコンテンツ市場が8,510億円で対前年比116％となってお

り、端末の普及にともない市場は順調に拡大しております。その内訳として、フィーチャーフォン市場が4,793億

円で対前年比73％となり大幅に減少している一方、スマートフォン市場が3,717億円で対前年比461％と飛躍的に拡

大している事から見られるように、市場の中心はスマートフォンに大きくシフトしております。（出所：「モバイ

ルコンテンツ関連の市場規模」一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム発表）。また、スマートフォン市

場のうち2,607億円がゲーム・ソーシャルゲーム等市場となっており、対前年比542％と急成長を遂げております。

　　さらに、スマートフォン向け広告の市場規模につきましても、平成24年度の推計は856億円、平成25年度の予測

は1,166億円（対前年度比136％）、平成26年度の予測は1,526億円（対前年度比131％）と順調に拡大するものと見

込まれております（出所：「スマートフォン広告市場規模の推移」株式会社シード・プランニング発表）。

　

　　このような市場環境の下、ソーシャルゲーム事業においては、当連結会計年度中、新たに10タイトルをリリース

いたしました。また、「キングダムクロニクル」「天空のレギオン」など既存のロングヒットタイトルの運営体制

を強化し、ユーザーに長く楽しんで頂く取り組みを実施する事で収益向上を目指してまいりました。広告事業にお

いては、スマートフォン向けアドネットワーク「ADroute」の売上が大きく伸長したため、全社の売上高増加に貢

献しております。一方、コンテンツ事業においては、スマートフォン向け電子コミックサービスに注力して売上拡

大を目指したものの、フィーチャーフォン向けコンテンツ売上の減少傾向が続いている事から、売上高は前期比で

大きく減少しております。

　　利益面については、ソーシャルゲーム事業及び広告事業の売上が前期比で増加し、さらに、販管費についても一

定程度抑制してきたものの、粗利率の高いコンテンツ事業の売上が前期比で大幅に減少した事により、前期比で減

少する結果となりました。

　　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,523,715千円（前期比9.4％減）、営業利益69,154千円（前期比

69.4％減）、経常利益79,313千円（前期比65.2％減）、当期純利益69,452千円（前期比63.5％減）となりました。

　

　各セグメントの業績は次の通りであります。

　

　（ソーシャルゲーム事業）

　　ソーシャルゲーム事業につきましては、Mobage向けを中心に新規タイトルのリリースを積極的に行い、当連結会

計年度中に新たに10タイトルをリリースいたしました。また、平成25年９月にiOS版「反逆のシエルアーク」を株

式会社セガと協業でリリースし、当社として初の本格的なスマートフォンゲーム（ネイティブアプリ）市場への参

入も果たしております。さらに、「キングダムクロニクル」や「天空のレギオン」など既存のロングヒットタイト

ルにつきましても、引き続きイベントなどの施策を実行する事で、ユーザー満足度の向上と売上増加に努めてまい

りました。海外展開につきましては、国内向けに提供している「キングダムクロニクル」の欧米版「Kingdom

Wars」を提供しておりましたが、売上が伸び悩んだ事もあり平成25年２月をもってサービスを終了しております。

その後、国内市場における収益強化にリソースを集中させたため、新たな海外市場向けタイトルのリリースは行っ

ておりません。

　　以上の結果、当セグメントの売上高は1,847,638千円（前期比8.7％増）、セグメント利益は136,897千円（前期

比22.7％減）となりました。

　

　（コンテンツ事業）

　　コンテンツ事業につきましては、当連結会計年度においてスマートフォン端末の普及拡大がさらに進んでいる事

を背景に、スマートフォン向け電子書籍コンテンツ「コミックmini」の売上拡大と新規事業の検討を進めてまいり

ました。一方、「音楽」「動画」「占い」等のフィーチャーフォン向けコンテンツの売上が引き続き減少してお

り、運営体制の効率化と費用の抑制を進めたものの、収益の減少に歯止めがかからない状況です。

　　以上の結果、当セグメントの売上高は721,952千円（前期比46.2％減）、セグメント利益は66,934千円（前期比

71.7％減）となりました。
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　（広告事業）

　　広告事業につきましては、フィーチャーフォン向け広告売上が減少する中、スマートフォン向けアドネットワー

ク「ADroute」の売上拡大に注力してまいりました。「ADroute」のPV数（ページビュー数）は、平成23年10月の

サービス開始当初と比較して順調に増加しており、特に当連結会計年度において、PV数は飛躍的に増加しておりま

す。さらに、クライアントからの出稿ニーズの高まりを背景に、「ADroute」の売上は当連結会計年度において大

きく伸長いたしました。

　　一方、当セグメントで行っていた東南アジア市場を中心とした海外向け新規事業開発については、キャリア向け

コンテンツ検索エンジンの提供やエンターテインメントジャンルに特化したマーケットリサーチ事業などいくつか

の新サービス開発を検討して参りましたが、事業化及び収益化に相当の時間を要すると判断致しました。それによ

り、当該新規事業を担当していた子会社アクセルビート株式会社を解散し、海外事業並びに新規事業については各

事業セグメントを担当している事業本部もしくは子会社にて検討していく組織体制に変更しております。

　　以上の結果、当セグメントの売上高は965,067千円（前期比12.5％増）、セグメント利益は103,756千円（前期比

194.8％増）となりました。

　　　

(2）キャッシュ・フローの状況

　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前期末に比べ139,013千円

増加し、868,256千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は、以下の

通りであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果得られた資金は260,636千円（前年同期は259,977千円の獲得）となりました。これは主に、事務

所移転費用引当金の減少23,172千円があったものの、税金等調整前当期純利益の計上75,969千円、のれん償却及び

減価償却費等150,889千円、売上債権の減少57,968千円などによる収入要因があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は89,786千円（前年同期は113,387千円の使用）となりました。これは主に、敷金

の回収による収入18,047千円があったものの、定期預金の預入による支出100,000千円があったことによるもので

あります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は27,890千円（前年同期は325,485千円の使用）となりました。これは主に、短期

借入金の純増額9,250千円があったものの、長期借入金の返済による支出37,329千円があったことによるものであ

ります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの生産活動は、金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(2）受注状況

　当社グループは、受注から納品までの期間が短期間のため記載を省略しております。

　

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

前年同期比（％）

 ソーシャルゲーム事業（千円） 1,847,638 8.7

 コンテンツ事業（千円） 721,952 △46.2

 広告事業（千円） 954,124 12.9

合計（千円） 3,523,715 △9.4

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社ディー・エヌ・エー 1,689,129 43.4 1,663,859 47.2

ヤフー株式会社 674,189 17.3 480,904 13.6

KDDI株式会社 508,664 13.1 318,170 9.0

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 440,112 11.3 221,624 6.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

11/90



３【対処すべき課題】

　当社グループの主な事業ドメインであるモバイルインターネット市場は今後も成長していくものと思われますが、

同時に競争も激化しております。このような環境の下、当社グループが今後も持続的な成長と企業価値向上を図って

いくために対処すべき課題は以下の通りです。

　

(1)　収益基盤の強化

　　当社グループは、『「楽しい」で世界をつなぐ』という経営理念を永続的に達成するため、収益基盤の強化及び

生産性の高い事業体制の構築が重要な経営課題であると認識しております。そのため、ソーシャルゲーム事業及び

コンテンツ事業における提供コンテンツの計数数値の分析とフィードバック、広告事業における広告ネットワーク

の拡大及び広告主向けサービスの拡充、資金・社内リソースの適切な配分、事業の選択と集中による生産性の向

上、費用対効果を追求したＰＲ戦略の立案と実行を継続し、収益基盤を強化していく方針であります。

　

(2)　技術革新への対応

　　当社グループが展開する事業は、技術革新のスピードや顧客ニーズの変化が速く、それに基づくサービスの導入

が相次いでいる非常に変化の激しい業界に属しております。当社グループは、これらの変化に対応するため、優秀

な技術者の確保、新しい技術の探求や採用等を行い、新技術の普及状況を捉えた事業展開を推進して参ります。

　

(3)　人材の確保と育成

　　品質の高いサービスを提供し続けるために、当社グループでは優秀な人材を確保するよう努めておりますが、一

方で従業員数の増加は人件費を押し上げ、経営を圧迫する要因になります。したがって、事業規模の拡大、成長ス

ピードに合わせた適正な人数で最大の効果をあげるべく、綿密な人員計画の策定、柔軟な雇用形態の実現及び人事

制度の刷新等に取り組んでおります。さらに、従業員の能力向上のため教育カリキュラムの充実を推進致します。

人材を育成する事により、組織体制の強化と、サービスのクオリティ向上を目指して参ります。
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４【事業等のリスク】

　本報告書に記載する当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考

えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載しております。

　また、必ずしもそのようなリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられ

る事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。

　当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本報告書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、本報告書提出日現在において当社グループ

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

　

(1)　市場の動向について

①　スマートフォン端末の普及について

　当社グループは、モバイルインターネットを事業領域としており、既存のフィーチャーフォン向けコンテンツ・

サービス、ならびに、スマートフォン向けコンテンツ・サービスを提供しております。株式会社MM総研の調査によ

ると、平成25年９月末のスマートフォン契約数は5,015万件（携帯電話契約に占める比率42.2％）、将来的には平

成29年３月末に8,246万件（同64.1％）まで拡大するものと予測されており、さらに、スマートフォン端末の普及

拡大とともにコンテンツ・サービス市場も拡大するものと考えられております。そのような市場環境の下、当社グ

ループとしては市場環境の変化やユーザーニーズの動向を踏まえ、スマートフォン端末向けの新規サービスにリ

ソースを注力し、新規コンテンツリリースやスマートフォン向け広告商品の開発等により、拡大市場における市場

シェア確保を目指しております。

　しかしながら、スマートフォン端末の普及拡大が頭打ちになった場合、モバイルインターネットの市場環境が当

社の想定する市場変化の動向と大きく異なった場合は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。　

　

　 平成25年９月
平成26年３月

（予測）

平成27年３月

（予測）

平成28年３月

（予測）

平成29年３月

（予測）

スマートフォン契約数 5,015万台 5,627万台 6,636万台 7,439万台 8,246万台

携帯電話契約数に占める比率 42.2％ 46.6％ 53.6％ 59.3％ 64.1％

　(出所：株式会社MM総研)　

　

②　モバイルゲーム市場について

　当社の主力事業であるモバイルゲームの市場規模は引き続き拡大傾向となっております。平成24年におけるソー

シャルゲーム市場は4,351億円（前年比163％）に達し、また、今回から新たに発表されたスマートフォンゲーム市

場は平成24年において1,285億円となり、今後も拡大するものと想定されております（出所：「オンラインゲーム

市場調査レポート2013」日本オンラインゲーム協会発表）。

　しかしながら、新たな法的規制の導入、通信キャリアや大手ＳＮＳ事業者の動向、ソーシャルゲーム以外の異な

るエンターテイメント産業の拡大、その他予期せぬ要因によって、今後の市場成長が阻害されるような状況が生じ

た場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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　　(2)　モバイルゲーム事業及びコンテンツ事業について

①　競合について

　　当社グループは、大手ＳＮＳ、通信キャリアのプラットフォーム、Apple Inc.が運営するApp Storeなどを通じ

てモバイルゲームの提供、有料コンテンツ配信を行っておりますが、当社グループが属するモバイルゲーム・コン

テンツ市場には、多数の競合会社が存在しており、また、今後さらに有力な競合会社が出てくる可能性がありま

す。当社グループは積極的に、ゲームやコンテンツのオリジナリティを高めてユーザー満足度を向上し課金収益の

増加を目指してまいりますが、魅力的且つ有益なサービスを提供できない場合には、競合会社との競争激化による

課金数の減少等により、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。また、ユーザーニーズの

多様化や変化に適切に対応出来なくなった場合には、当社の提供するサービスの陳腐化を招き、当社グループの事

業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

②大手プラットフォームへの依存について

　　当社グループは、ユーザーに対する告知及び販売促進のために、「Mobage（モバゲー）」などの大手ＳＮＳや、

Apple Inc.が運営するApp Store等、集客力のあるプラットフォームを通じてコンテンツの販売を行っておりま

す。当該プラットフォームの事業者に事業方針の変更があった場合、また、当社グループのコンテンツが当該事業

者側の要件を十分に満たさない等の理由により、当該プラットフォームにおいてコンテンツの提供を継続できなく

なった場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

③通信キャリアへの依存について

　　当社グループは、ＮＴＴドコモのｉモード、ＫＤＤＩ株式会社（以下、「ＫＤＤＩ」といいます。）のEZweb、

ソフトバンクモバイル株式会社のYahoo!ケータイを通じて、エンドユーザーにコンテンツを販売しておりますが、

各通信キャリアとの契約に基づき、コンテンツを配信し、各通信キャリアの情報料回収代行サービスを利用して、

エンドユーザーから情報料を回収しております。そのため、各通信キャリアのサーバーが作動しなくなるなど正常

なコンテンツの配信が行われなかった場合、及び、各通信キャリアの経営方針の変更、事業環境の動向によって

は、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。また、各事業者は一定の企業規模並びに安定

な財務基盤を有しており、与信上の不安を生じる恐れは少ないと認識しておりますが、プラットフォーム事業者の

財務状態の悪化、その他の事情によりコンテンツ販売代金の支払等が滞った場合、当社グループの事業及び業績に

影響を与える可能性があります。

　

④権利保有者との契約について

　　当社グループは、外部の権利保有者から権利許諾を受けてコンテンツの配信を行っておりますが、現在、権利許

諾を受けている権利保有者から、今後、権利許諾を受けられない事態が生じた場合、又は、新規に権利保有者から

の権利許諾が得られない場合には、当該コンテンツの配信に支障をきたし、当社グループの事業及び業績が影響を

受ける可能性があります。また、有力なコンテンツを獲得するために、権利保有者に対して印税の前払いを行い権

利許諾を得る場合があります。但し、権利獲得をするために前払いしたものの想定されたほどの印税相当分の収益

がなかった場合、当該長期前払費用の減損処理等により、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があ

ります。

　

⑤　広告戦略について

　　当社グループのコンテンツユーザーを新たに獲得する手段として、各種モバイルメディアへの出稿、並びに、

ユーザーニーズを把握し効率的にユーザーを獲得するための多様な広告戦略を検討する必要があります。しかしな

がら、ユーザーニーズやモバイル端末の多様化など市場環境は急速に変化しており、当社グループの想定通りに

ユーザーを獲得できない場合、広告により獲得したユーザーが当社の想定通りに有料コンテンツを利用しない場

合、成果報酬型広告における獲得競争の激化等により、広告コストの上昇が起こった場合等には、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。

　

⑥　コンテンツにおける表現の健全性確保について

　　当社グループの提供するコンテンツの一部には、性的表現が含まれるものがあるため、当社グループではコンテ

ンツの制作及び配信等において、当社独自の性的表現に関する基準を設定し、提供コンテンツの健全性確保に努め

ております。しかしながら、性的表現に関する法的規制や法解釈、通信キャリアやプラットフォーム事業者等の設

ける基準等は、社会情勢等により変化する可能性があるため、法的規制の強化や、通信キャリア等の基準の変更等

により、当該コンテンツの提供を継続できなくなった場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性が

あります。

　

⑦　ソーシャルゲームの運営ガイドラインについて
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　　一般社団法人ソーシャルゲーム協会は、ソーシャルゲームの利用環境向上を目的として、「コンプリートガチャ

ガイドライン」や「ゲーム内表示に関するガイドライン」などを定めており、当社グループが提供するソーシャル

ゲームは、それらのガイドラインを遵守したガチャシステムの設計、ガチャの条件や内容に関して適切な表示を行

うことで健全な事業運営に努めております。

　　しかしながら、社会環境の変化によりガイドラインの予期せぬ大幅な変更があった場合、ガイドラインに基づい

たサービス体制の構築に予想以上の時間を要した場合、既存サービスを停止せざるを得ないような基準の厳格化が

行われた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

⑧　不正行為等によるリスクについて

　　ソーシャルゲームにおいて、一部の悪質なユーザーがゲーム内で提供されるアイテム等を不正な方法で入手して

利用及び譲渡するといった行為や、オークションサイト等を通じてゲーム内のカードを売買するリアル・マネー・

トレードが発覚しており、プラットフォーム事業者を中心に、業界全体として不正防止のための取り組みを推進し

ております。

　　当社グループにおいても、利用規約における禁止事項の明示や、ゲーム内での掲示を通じてユーザーへの啓蒙、

違反者に対するアカウント停止等の措置を実施し、不正行為の防止に努めております。

　　しかしながら、当該対策にも関わらず不正行為が多発する等の事態が生じた場合、当社グループが提供するソー

シャルゲームの信頼性やブランドが毀損し、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　　　

(3)　広告事業について

①　競合について

　　当社グループが行っている広告事業は、複数の競合会社があり、新規参入も含め、今後はより競争が激化する可

能性があります。当社グループは新規広告商品の開発、ならびに、広告主や媒体運営者への利便性やサービス向上

をより重視し、競争力の維持向上に努めてまいりますが、当社グループが有力と考える媒体を取扱える等、競合他

社以上の優位性を確立できる保証はなく、サービス提供が継続できなくなった場合、当社グループの事業及び業績

に影響を与える可能性があります。

　

②　広告主との関係について

　　モバイルインターネット広告市場は拡大傾向にあり、今後も市場は拡大していくものと想定されます。しかしな

がら、企業の広告活動は景気動向の影響を受けやすいものであり、今後もテレビ、新聞、雑誌等、既存広告媒体と

の競合が継続していくと考えられております。今後何らかの理由により、広告主の出稿意欲の減衰など社会環境の

変化があった場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

③　新しい広告手法について

　　当社グループは、リスティング広告、行動ターゲッティング広告等、多様な広告手法に迅速に対応し、サービス

を提供しております。しかしながら、今後独創的な広告手法が考案され、その変化に対応するための技術開発に多

大な費用が生じたり、又は技術変化への対応が遅れることによって、当社グループの提供する広告サービスが陳腐

化した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

④　サービスの信頼性について

　　当社グループでは、広告サービスの信頼性確保のために、広告媒体の成果報酬の不正請求について、厳正に対応

しております。規約を設けて参加手続面での管理を実施しているほか、その後も必要に応じ広告媒体に関する調査

を定期的に行うことで不正請求を排除し、サービスの信頼性向上に努めております。しかしながら、予期せぬ要因

によりこれらの対応に不備が生じ、広告主からクレームを受けた場合は当社の信用が低下し、損害賠償を請求され

た場合には当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

(4)　事業全般に係るリスクについて

①　事業展開に関わる業務提携やM&A　

　当社グループは、既存事業の業容拡大や、新サービスを導入することにより将来的な成長に寄与すると判断した

場合には、業務提携やM&Aを積極的に検討する方針であります。

　これらの実行に関しては、ビジネス、財務、税務及び法務等に関するデューデリジェンスを行い各種リスクの低

減に努めますが、予期せぬ事態の発生や様々な外部要因の変化により、提携事業又はM&A対象企業の事業等が計画

通りに進展せず、想定した成果が上がらない場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があり

ます。

　

②　法的規制について　

　当社グループの事業は、様々な法的規制の対象となっており、各法規法令には違反した場合の罰則規定等が定め

られております。当社グループでは、常に法令順守を意識した事業活動を行っており、現時点では各々の罰則規定
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等に抵触していないものと認識しております。しかしながら、今後の法改正次第では、何らかの法的規制を受けた

り、対応措置をとる必要性が生じたりする可能性があります。また、当社グループの事業活動に関連して、新たな

法令施行により何らかの法的規制を受けることとなった場合には、事業活動が制限され、当社グループの事業及び

業績に影響を与える可能性があります。

　

③　知的財産権について

　当社グループが日常的な事業活動を行う過程において使用しているコンテンツ、ソフトウェア及びシステムは、

第三者の知的財産権を侵害するものではないものと認識しておりますが、不測の事態あるいは何らかの不備によ

り、当社グループが保有する又は使用許諾を得ているもの以外の知的財産権を侵害する可能性があります。かかる

場合には、当社グループが第三者の知的財産を侵害することによる損害賠償請求もしくは使用差し止め請求等の訴

えを起こされる可能性又は当該知的財産権に関する対価の支払い等が発生する可能性があります。また、当社グ

ループのシステム開発においては、オープンソースソフトウェアを活用しておりますが、オープンソフトウェアに

関するライセンスの有り方等については、多様な議論があるところであり、予測できない理由等によりオープン

ソースソフトウェアの利用に制約が発生した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があり

ます。

　

④　個人情報の管理について

　当社グループでは、推進する事業の性質上、個人情報を取り扱っており、「個人情報の保護に関する法律」に規

定される個人情報取扱事業者に該当いたします。個人情報の取り扱いにつきましては、既に認証を受けている情報

セキュリティマネジメントシステムの一環として、「個人情報の保護に関する法律」に沿った対応をとり、社内

ルール化と共に社内体制を整備しております。しかしながら、当社グループが保有する個人情報等につき、何らか

の要因で個人情報の漏洩があった場合には、適切な対応を行うための相当なコスト負担、当社グループへの損害賠

償請求、信用の低下等によって、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

⑤　のれんについて

　当社グループは、平成23年10月１日付のエフルート株式会社との合併、その他事業譲受や企業買収に伴い、「の

れん」を計上しております。この「のれん」につきましては、その効果の発現する期間を合理的に見積って定めた

期間で均等償却することとしております。しかしながら、経営環境や事業の状況の著しい変化等により当社グルー

プの収益性が低下した場合には、のれんの減損損失発生により、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能

性があります。

　

⑥　システム障害について

　当社グループは、サービスに適応した通信ネットワークシステムやインフラの安定稼動が事業の前提であると認

識しております。自然災害や事故等、電力供給の停止等の予測不可能な様々な要因によって通信ネットワークの切

断やコンピュータシステムのダウンが生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を受ける可能性があり

ます。また、当社グループのコンピュータシステムは、適切なセキュリティ手段を講じて外部からの不正アクセス

を回避するよう努めておりますが、コンピュータウィルスやハッカーの攻撃等によりシステム障害が生じた場合に

は、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。

　　　

　　(5)　経営管理全般に係るリスクについて

　　①　経営者への依存について　

　　　　当社代表取締役社長である尾下順治は、当社グループの経営方針や経営戦略の決定、企画開発や営業推進等、当

社事業の多方面に渡って重要な役割を果たしております。　

　　　　このため当社グループでは、各事業担当者との情報共有、並びに権限委譲を進めること等により経営リスクの軽

減に努めておりますが、何らかの理由で同氏に不測の事態が生じた場合、又は退任するような事態が生じた場合に

は、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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　　②　人材の確保及び育成について

　　　　当社グループにおいて優秀な人材の確保、育成及び定着は重要課題であり、事業戦略に基づく採用活動、人事評

価制度の整備や研修の実施等の施策を通じ、人材の確保、育成及び定着に取り組んでおります。しかしながら、採

用活動や人材育成が計画通りに進まなかった場合には、適正な人材配置が困難となり、当社グループの事業及び業

績に影響を与える可能性があります。

　　　　

③　コンプライアンスについて

　当社グループは、役職員に法令、定款、社内規程、行動規範及び社会倫理の遵守を徹底させるため、コンプライ

アンス委員会を組織し、役職員への啓蒙・教育を実施しております。しかしながら、万が一法令等に抵触する事態

が生じた場合には、信用低下を招き、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

④　訴訟について

　当社グループは、役職員に対する法令遵守の教育活動を通じて法令違反行為等の低減に努めておりますが、予期

せぬ事態により、ユーザー、取引先、従業員その他第三者とのトラブルが発生し、訴訟等が発生する可能性があり

ます。その場合、訴訟内容や賠償金額によって、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　　

⑤　新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

　当社グループでは、主に当社グループの役員及び従業員に対するインセンティブを目的とし、新株予約権を付与

しております（以下、「ストック・オプション」といいます。）。

　当該ストック・オプションが権利行使された場合、当社の株式が新たに発行され、既存の株主が有する株式の価

値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。平成25年９月末日現在、当該ストックオプションによる潜在株

式数は200,500株であり、平成25年９月末時点における発行済株式数4,370,900株の4.6％に相当しております。

　

⑥　自然災害等について

　当社の本店所在地は東京都であり、他の地域に拠点を分散しておりません。そのため、東京都において大地震、

台風等の自然災害や火災等の事象により、役職員の負傷、設備の損壊、電力供給の停止又は制限等の不測の事態が

発生した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。　

　　

　　(6)　親会社との関係について

①　セプテーニグループにおける位置付けについて

　当社は、親会社である株式会社セプテーニ・ホールディングスを中心としたセプテーニグループに属しておりま

す。当該グループは、本報告書提出日現在、連結子会社19社と持分法適用会社２社で構成されており、ネットマー

ケティング事業、メディアコンテンツ事業、その他事業を展開しております。

　当社グループはメディアコンテンツ事業セグメントに属しており、セプテーニグループ内におけるモバイルコン

テンツ事業の中核を担っております。しかしながら、今後、同グループの経営方針に変更があった場合には、当社

グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

②　セプテーニグループとの取引について

平成25年９月期におけるセプテーニグループとの取引は、モバイルWebページのコンサルティング売上や広告販

売による売上899千円、ソーシャルゲームやスマホアプリ収益シェアなどの売上原価43,448千円、その他の営業取

引として12,095千円があります。

なお、当社グループとセプテーニグループ間における取引条件及び条件の決定方針等は、市場価格を参考として

おり、何らグループ外の取引と変わるものではなく、当社グループの独立性を阻害する取引ではございません。
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③　セプテーニグループとの人的関係について

本報告書提出日現在、当社役員７名（取締役４名、監査役３名）のうち、３名が当社グループの親会社である株

式会社セプテーニ・ホールディングスの役員を兼ねております。該当役員の氏名等は、以下のとおりであります。

　

当社における

役職
役員名

親会社における

役職
兼任理由 影響など

取締役

（常勤）
野村　宗芳 取締役副会長

経営管理業務並びにグループ経

営に関する豊富な経験と見識を

有しており、当社グループの経

営管理体制の強化等に十分な役

割を果たしていただけると判断

し、招聘したものであります

セプテーニグループの経営ノ

ウハウを享受できるメリット

が多く、取締役会における意

思決定については実質的にも

形式的にも合議制であるた

め、当社の経営執行に与える

影響は問題ないと認識してお

ります

取締役

（非常勤）
佐藤　光紀 代表取締役社長

インターネット関連事業に関す

る豊富な経験と見識を有してお

り、当社の事業方針の決定等に

十分な役割を果たしていただけ

ると判断し、招聘したものであ

ります

当社においては非常勤であ

り、当社の経営執行に与える

影響は限定的であると認識し

ております

監査役

（非常勤）
柳　克久 常勤監査役

グループ監査・監督を厳正に行

い、当社のコーポレートガバナ

ンス強化に資すると判断し、招

聘したものであります

監査役会の監査方針に従い、

監査業務を実施しており、今

後も監査業務の執行について

問題はないと認識しておりま

す

　　　　

④　セプテーニグループからの影響力について

当社グループの意思決定において株式会社セプテーニ・ホールディングスの承諾は形式的にも実質的にも、その

要件とされておりません。当社グループにおける重要な意思決定は、取締役会規程及び善管注意義務を遵守する取

締役の合議制により為されており、親会社に左右されることなく、独立して意思決定を行っているものと認識して

おります。

また、監査役３名が取締役会に出席するとともに、常勤監査役１名が社内に常勤し、取締役の意思決定過程を適

時監査しており、独立性を担保しております。

当社グループにおいては、内部統制システム構築の基本方針を明確に定めており、当該基本方針に従って取締役

の職務執行及び監査役監査を適正に行うことにより、親会社からの独立性を担保する体制を維持・向上し続けてお

ります。

しかしながら、同社は本報告書提出日現在、当社発行済株式（4,370,900株）の54.93％を所有しており、同社の

経営方針に変更があった場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 主要な移動体通信事業者との契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモ

ｉモード情報サービス

提供者契約書

当社が株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

にコンテンツを提供するための基本契約。

平成13年２月１日から平成

13年３月31日まで

（以降１年間毎自動更新）

ｉモード情報サービス

に関する料金収納代行

契約書

当社が提供するコンテンツの情報料を、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモが当社に

代わって利用者より回収することを目的と

する契約。

ｉモード開始日から平成13

年３月31日まで

（以降１年間毎自動更新）

KDDI株式会社

EZwebディレクトリ設

定・登録サービス利用

規約

当社がKDDI株式会社にコンテンツ提供する

為の規約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能

EZweb情報料回収代行

サービス利用規約

当社が提供するコンテンツの情報料を、

KDDI株式会社が当社に代わって利用者より

回収することを目的とする規約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能

まとめてau支払い利用

規約

当社が提供するコンテンツの情報料を、

KDDI株式会社が当社に代わって利用者より

回収することを目的とする規約。

契約の当事者間で90日以上

前に相手方に書面で通知す

ることにより解約可能

ジェイフォン株式会

社（注）１

コンテンツ提供に関す

る基本契約

当社が、ジェイフォン株式会社にコンテン

ツを提供するための基本契約。

平成14年６月12日から平成

15年３月31日まで

（以降１年間毎自動更新）

債権譲渡契約書

当社が提供するコンテンツの情報料を、

ジェイフォン株式会社が当社に代わって利

用者より回収することを目的とする契約。

コンテンツ提供に関する基

本契約と同一期間

　（注）１．ジェイフォン株式会社は、平成15年10月１日付でボーダフォン株式会社に商号変更しております。また、平

成18年10月１日付でボーダフォン株式会社は、ソフトバンクモバイル株式会社に商号変更しております。

２．当初の契約期間が満了している契約についても、自動延長規定の適用により、現在も契約の効力は存続して

おります。

３．上記契約の契約者はすべて当社であります。

　

(2) SNS運営事業者との契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社ディー・エ

ヌ・エー

Mobageオープンプラッ

トフォーム会員規約

mobageのプラットフォーム参加への条件・

手数料等を定めた規約

契約期間は定められていな

い

　（注）上記契約の契約者は当社であります。

　

(3) 業務提携契約

　当社は、平成24年８月21日付で株式会社ディー・エヌ・エーとの間において、双方の持つソーシャルゲームの企

画・開発・運用等に関する豊富なノウハウを活用し、日本国内及び海外におけるソーシャルゲーム事業の積極的展

開を推進するため、戦略的な業務提携契約を締結しております。

　　

６【研究開発活動】

　該当する事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本報告書提出日において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における財政状態、報告期間における経営成績に影

響を与える見積り及び予測を行っております。

　当該見積りにつきましては、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に関して情報収集を行い、

見積り金額を計算しておりますが、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

　　

(2）財政状態の分析

①　資産の部

　流動資産は、売掛金が58,062千円減少したものの、現金及び預金が239,013千円増加したこと等により前期末

に比べ159,719千円増加し、1,492,008千円となりました。

　固定資産は、減価償却やのれん償却、敷金及び保証金の回収等により前期末に比べ177,082千円減少し、

465,520千円となりました。

　以上の結果、資産合計は前期末に比べ17,362千円減少し、1,957,529千円となりました。

　

②　負債の部

　流動負債は、買掛金が19,826千円増加したものの、未払金が47,665千円、事務所移転費用引当金が23,172千円

減少したこと等により前期末に比べ59,359千円減少し、392,546千円となりました。

　固定負債は、長期借入金の返済等により前期末に比べ27,367千円減少し、632千円となりました。

　以上の結果、負債合計は前期末に比べ86,727千円減少し、393,178千円となりました。

　

③　純資産の部

　純資産は、当期純利益69,452千円の計上等により、前期末に比べ69,364千円増加し、1,564,351千円となりま

した。　

　

(3）経営成績の分析

 経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（1）　経営成績に関する分析」に

記載の通りであります。　

　

(4）キャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（2）　キャッ

シュ・フローの状況」に記載の通りであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　当連結会計年度において、重要な設備投資等はありません。

　

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成25年９月30日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

ソフト
ウエア
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都中野区）
全社 本社設備等 19,014 4,786 1,826 67,921 93,549 93

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、敷金であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
賃料
（千円）

本社

(東京都中野区)
全社 事務所（賃借） 72,592

　

(2）国内子会社

 平成25年９月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

工具、器具及
び備品
（千円）

合計
（千円）

㈱インディ

ソフトウェア

本社（東京都

中野区）

ソーシャル

ゲーム事業
システム機器等 185　 185　 14　

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

　

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

（注）平成24年11月14日の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株にする株

式分割、並びに、平成25年４月１日を効力発生日として発行可能株式総数を17,000,000株とする定款変更を行いま

した。

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
　発行数（株）

（平成25年９月30日）

提出日現在
　発行数（株）

（平成25年12月18日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,370,900 4,370,900
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数　100株

計 4,370,900 4,370,900 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成25年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．平成24年11月14日の取締役会決議及び同年12月19日付の第20回定時株主総会における決議に基づき、平成25年

４月１日を効力発生日として、当社株式を１株につき100株の割合で分割するとともに、単元株式数を100株と

する単元株制度を採用しております。

３．平成24年12月14日の取締役会決議に基づき、平成24年12月21日付で自己株式1,230株を消却しております。

　

（２）【新株予約権等の状況】

平成24年11月14日の取締役会決議及び同年12月19日付の第20回定時株主総会における決議に基づき、平成25年

４月１日を効力発生日として、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。当該株式分割に伴

い、新株予約権の目的となる株式の数及び行使価額についても発行要領に従い調整されます。当該調整が適用

される新株予約権は以下の通りであります。

新株予約権の回号

第７回新株予約権

第11回新株予約権

第12回新株予約権
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

①　平成19年１月16日発行の第７回新株予約権（平成18年12月15日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成25年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成25年11月30日）

新株予約権の数（個） ５（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500（注）１、３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年１月17日から

平成25年12月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　2,000

資本組入額 　1,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８ 同左

（注）１．株主総会における決議の日（以下「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通

株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式に

より付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

２．決議日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（但し、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その　

時点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は

自　 己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定に基づく自己株式の売渡し又は当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で

行使価額を調整する。

３．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。
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４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従

業員のいずれかの地位にあることを要する。但し、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な

理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとする。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の取得条項

(1) 新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有し

なくなった場合、当社は、取締役会が別途定める日にその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

８．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の行使価額を組織再編行為の条件等

を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記６．に準じて決定する。 

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする

(9) 新株予約権の取得条項

上記７．に準じて決定する。

(10)新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。
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②　平成24年１月15日発行の第11回新株予約権（平成23年12月16日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成25年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成25年11月30日）

新株予約権の数（個） 1,100（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 110,000（注）２、４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 400（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成24年１月15日から

平成29年１月14日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 400

資本組入額　 200
同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）９ 同左

（注）１．本新株予約権は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込

金額は本新株予約権を引き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることな

く、平成23年12月16日付の取締役会決議に基づき発行しております。そして、本新株予約権の発行と引換え

に払込まれた金銭は、本新株予約権１個あたり金９円であります。

２．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通

株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式に

より付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

３．割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で

行使価額を調整する。

４．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

５．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。
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(1) 本新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出した平成24年９月期乃至平成26年９月期の有価証券

報告書に記載された当社連結損益計算書における営業利益に、平成23年10月１日を効力発生日とするエフ

ルート株式会社との合併並びに当該合併に伴うエフルートレックス株式会社及びエフルート・モバイル・テ

クノロジー株式会社の子会社化により生じたのれんに係るのれん償却額（但し、販売費及び一般管理費に計

上されたものに限る。）を加算した額（以下「のれん償却前営業利益」という。）の累計額が5.5億円を超

過している場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準（IFRSs）の適用

等により参照すべき営業利益等の概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照

すべきものを取締役会にて合理的に定めるものとする。

(2) 上記（1）にかかわらず、本新株予約権者は、平成24年９月期ののれん償却前営業利益又は平成24年９月期

乃至平成25年９月期ののれん償却前営業利益の累計額が5.5億円を超過した場合は、本新株予約権を行使す

ることができる。

(3) 本新株予約権者は、割当日から３年間において、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引終値の１

月間（当日を含む直近の21本邦営業日）の平均株価（１円未満の端数は切り下げ）が一度でも行使価額の

50%（１円未満の端数は切り下げ）（但し、上記注釈２．に準じて取締役会により適切に調整されるものと

する。）を乗じた価格を下回った場合、当該下回った日以降、残存するすべての本新株予約権を行使できな

いものとする。ただし、上記（1）又は（2）の条件を達成した場合は、以後、本（3）に定める条件は消滅

するものとする。

(4) 本新株予約権者が、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も

喪失した場合において、上記（1）乃至（3）の条件を充足するときは、喪失した日の翌日から30日間（以下

「地位喪失後の権利行使期間」という。）に限り、本新株予約権を行使することができるものとする。但

し、任期満了による退任、定年退職、その他本新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由

があると取締役会が認めた場合は、地位喪失後の権利行使期間満了後も本新株予約権を行使することができ

るものとする。

(5) 本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとし、

当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

(6) 本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、本新株予約権の１個未満の

行使はできないものとする。

(7) 本新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も喪

失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、当社は、取締役会で当該本新株予約権の権利行使

を認めることがない旨の決議をすることができる。この場合においては、当該本新株予約権は会社法第287

条の定めに基づき消滅するものとする。

(8) その他の条件は、当社と本新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

８．新株予約権の取得条項

(1) 本新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も喪

失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、当社は、取締役会が別途定める日にその本新株予

約権者が保有する本新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に本新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社は、取締役会が別途定める日が到来したときに、本新株予約権の全部又は一部を無償で取得するこ

とができる。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決議によってその取得する本新

株予約権の一部を決定する。
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９．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点に

　　おいて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

は新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

10．新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。

　

③　平成25年１月11日発行の第12回新株予約権（平成24年12月14日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成25年９月30日）
提出日の前月末現在
（平成25年11月30日）

新株予約権の数（個） 900（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 90,000（注）２、４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 430（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成25年１月11日から

平成31年１月10日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 430

資本組入額　 215
同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）９ 同左

（注）１．本新株予約権は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込

金額は本新株予約権を引き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることな

く、平成24年12月14日付の取締役会決議に基づき発行しております。そして、本新株予約権の発行と引換え

に払込まれた金銭は、本新株予約権１個あたり金210円であります。

２．新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通

株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式に

より付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

３．割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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(2) 当社が時価を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権

の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）、次

の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　 　　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る

自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で

行使価額を調整する。

４．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により権利を喪失したもの

を減じた数であります。

５．新株予約権の行使の条件に関する事項は次の通りであります。

(1) 本新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出した平成25年９月期乃至平成29年９月期の有価証券

報告書に記載された当社連結損益計算書における、いずれかの期の単年度連結営業利益（連結決算を行わな

くなった場合、取締役会の決議に基づき、当社の単体営業利益に変更することができる。）が、７億円を超

過している場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準（IFRSs）の適用

等により参照すべき営業利益等の概念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照

すべきものを取締役会にて合理的に定める。

(2) 本新株予約権者が、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も

喪失した場合において、上記（ⅰ）の条件を充足するときは、喪失した日の翌日から30日間（以下「地位喪

失後の権利行使期間」という。）に限り、本新株予約権を行使することができるものとする。但し、任期満

了による退任、定年退職、その他本新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取

締役会が認めた場合は、地位喪失後の権利行使期間満了後も本新株予約権を行使することができる。

(3) 本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとし、

当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

(4) 本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。但し、本新株予約権の１個未満の

行使はできないものとする。

(5) 本新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も喪

失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、当社は、取締役会で当該本新株予約権の権利行使

を認めることがない旨の決議をすることができる。この場合においては、当該本新株予約権は会社法第287

条の定めに基づき消滅するものとする。

(6) その他の条件は、当社と本新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

６．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等

増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

８．新株予約権の取得条項

(1) 本新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も喪

失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、当社は、取締役会が別途定める日にその本新株予

約権者が保有する本新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に本新株予約権を無償で取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案
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(3) 当社は、取締役会が別途定める日が到来したときに、本新株予約権の全部又は一部を無償で取得することが

できる。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決議によってその取得する本新株予約権

の一部を決定する。

９．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点に

おいて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権をそれぞれ交付し、残存新株予約権は消滅することとする。ただし、再編対象会社は新株予約

権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

10．新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月31日

（注）１
－ 28,877 － 563,900 △460,000 148,821

平成23年10月１日

（注）２
16,062 44,939 － 563,900 － 148,821

平成24年12月21日　

（注）３　
△1,230 43,709 － 563,900 － 148,821

平成25年４月１日　

（注）４
4,327,191 4,370,900 － 563,900 － 148,821

（注）１．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります

２．平成23年10月１日付のエフルート株式会社との合併（合併比率１：0.0057）により、発行済株式総数が

16,062株増加しております。資本金及び資本準備金については増減なく、その他資本剰余金が541,269千円

増加しております。

３．自己株式の消却による減少であります。

４．株式分割（１：100）により、発行済株式数が4,327,191株増加しております。　

　

（６）【所有者別状況】

 平成25年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 1 15 12 20 1 1,249 1,298 -

所有株式数（単元） - 672 2,332 26,759 875 20 13,049 43,707 200

所有株式数の割合

（％）
- 1.53 5.33 61.22 2.00 0.04 29.85 100.00 -

（注）平成25年４月１日付で単元株制度導入に伴う定款変更を行い、１単元の株式数は100株となっております。
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（７）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社セプテーニ・ホール

ディングス
東京都新宿区西新宿八丁目17番１号 2,401,000 54.93

小林　靖弘 東京都世田谷区 219,300 5.02

尾下　順治 東京都武蔵野市 210,300 4.81

インキュベイトファンド１号

投資事業有限責任組合
東京都港区赤坂二丁目23番１号 183,100 4.19

会田　研二 東京都八王子市 119,500 2.73

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川四丁目12番３号 89,600 2.05

株式会社ＳＢＩ証券　 東京都港区六本木一丁目６番１号 72,500 1.66

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 67,200 1.54

株式会社アイシーピー 東京都千代田区西神田二丁目５番８号 57,000 1.30

原田　ハル子 神奈川県横浜市港北区 55,100 1.26

計 － 3,474,600 79.49

　

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,370,700 43,707

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 普通株式　 200 － －

発行済株式総数 4,370,900 － －

総株主の議決権 － 43,707 －

　

②【自己株式等】

当社は、平成24年12月14日の取締役会決議に基づき、平成24年12月21日付で自己株式1,230株を消却していること

により、該当事項はありません。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役、子会社取締役、当社従業員及び社外協力者に対して新

株予約権を発行するものであります。

①　平成19年１月16日発行の第７回新株予約権（平成18年12月15日定時株主総会決議）

決議年月日 平成18年12月15日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　３名、当社従業員　25名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）　退職等による権利喪失のため、提出日現在の株式の数は500株となっております。

　

　当社は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して、平成24

年１月15日を割当日とし、ストックオプションとして新株予約権を発行しております。本新株予約権は、本新

株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込金額は本新株予約権を引

き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることなく、平成23年12月16日付の

取締役会決議に基づき発行しております。本新株予約権の発行と引換えに払込まれた金銭は、本新株予約権１

個あたり金９円であります。

②　平成24年１月15日発行の第11回新株予約権（平成23年12月16日取締役会決議）

決議年月日 平成23年12月16日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ２名、当社従業員  １名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

付与する新株予約権の個数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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　当社は、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社の取締役及び子会社取締役に対して、

平成25年１月11日を割当日とし、ストックオプションとして新株予約権を発行しております。本新株予約権

は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込金額は本新株予

約権を引き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることなく、平成24年12月

14日付の取締役会決議に基づき発行しております。本新株予約権の発行と引換えに払込まれる金銭は、本新株

予約権１個あたり金210円であります。

③　平成25年１月11日発行の第12回新株予約権（平成24年12月14日取締役会決議）

決議年月日 平成24年12月14日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  １名、当社子会社の取締役  ３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

付与する新株予約権の個数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（注）　退職等による権利喪失のため、提出日現在の株式の数は85,000株となっております。

　

　当社は、平成23年12月16日開催の第19回定時株主総会において、現在の取締役報酬枠（年額２億円）の範囲

内で、会社法第361条の規定に基づき、取締役（社外取締役を除く。）に対して中長期インセンティブ報酬と

して、ストックオプションとしての新株予約権を付与するための取締役報酬制度の改定を決議いたしました。

当該報酬制度を導入する理由及びストックオプション（新株予約権）の概要は以下の通りです。

決議年月日 平成23年12月16日

付与対象者の区分及び人数 未定

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

付与する新株予約権の個数
各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割

り当てる新株予約権の個数は2,000個を上限とする。

新株予約権の割当時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３

新株予約権の行使期間
割当日の翌日から30年以内とし、その具体的な期間は当社

取締役会において決定する。

新株予約権の主な行使条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議

による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

その他 （注）５、６

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１株

とする。但し、当社が当社普通株式について、株式の分割又は併合等を行うことにより、付与株式数の調整

をすることが適切な場合は、当社が必要と認める調整を行うものとする。

２．無償又はオプション評価モデルを用いて合理的に算出した新株予約権の公正価額（但し、新株予約権の割り

当てを受けた取締役に対し当該公正価額に相当する金銭報酬を支給し、当該金銭報酬債権と払込債務を相殺

する）のいずれかによるものとする。
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３．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行

使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）

の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。な

お、割当日以降、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　  １

　　調整後行使価額＝ 調整前行使価額×―――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行

う場合（取得請求権付株式及び取得条項付株式の取得並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
　既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株あたり時価

　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式に使用する、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替える。さらに、上記のほか、割当日以降、行使価額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整する。

４．(ⅰ) 新株予約権者は、新株予約権の募集事項を決定する当社取締役会において決定した日から行使するこ

とができる。

(ⅱ) その他の条件については、新株予約権の募集事項等を決定する取締役会において定める。

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は以下の

通りとする。

(ⅰ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

(ⅱ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（ⅰ）に記載

の資本金等増加限度額から上記（ⅰ）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

６．新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項等を決定する当社取締役会において定

める。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 1,230 47,704 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 － － － －

　

３【配当政策】

　当社グループは、事業拡大のための内部留保の充実を勘案しつつ、業績に応じた安定的な配当を行うことを利益配

分に関する基本方針としております。

　当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、配当の決定機関を取締役会としております。毎事業年度における配

当の回数は、期末配当の年１回を基本方針として参りますが、必要に応じた配当数増加にも柔軟に対応できるよう、

期末配当の他にも基準日を定めて配当を実施することができる旨を定款に定めております。

　当連結会計年度（平成25年９月期）の配当につきましては、当社グループの事業を取り巻く環境が近年急速に変化

していることから、事業基盤を強化し安定的な収益向上が見込める段階になるまでは内部留保を充実させることを考

慮し、無配とさせて頂いております。

　事業環境の変化を的確にとらえ、安定的な収益確保が出来たタイミングでの復配の実現を目指しております。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

最高（円） 68,700 159,500 94,300 65,800
62,600

※1,253　

最低（円） 21,700 17,200 30,350 26,120
37,200

※406　

（注）１．　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　　　２．　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。　

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 540 771 547 640 1,253 1,054

最低（円） 434 497 406 485 541 590

（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 尾下　順治 昭和49年10月28日生

平成18年２月 ビットレイティングス株式会社（平成19

年６月にエフルート株式会社に社名変

更）取締役

平成20年８月 同社代表取締役社

平成23年10月 当社代表取締役社長（現任）

平成24年９月 株式会社インディソフトウェア（現　ア

クセルゲームスタジオ株式会社）

代表取締役（現任）

（注）2 210,300

取締役 事業部門担当 梅澤　信哉 昭和53年６月22日生

平成14年４月 株式会社セプテーニ入社

平成18年10月 同社モバイル営業部部長

平成20年10月 同社執行役員モバイル本部長

平成21年10月 株式会社ミューム代表取締役社長

平成23年10月 当社取締役事業部門担当（現任）

（注）2 2,200

取締役 管理部門担当 野村　宗芳 昭和34年４月11日生

平成10年３月 株式会社セプテーニ入社

平成11年12月 同社取締役管理本部長

平成12年４月 当社取締役

平成12年12月 株式会社セプテーニ常務取締役

管理本部長

平成14年２

月　

平成14年４

月　

平成15年10

月　

平成16年12月

平成19年10月

平成21年12月

平成25年12

月　

同社CFO常務取締役管理本部長

同社CFO専務取締役管理本部長　

同社CFO専務取締役　

同社CFO代表取締役社長

同社代表取締役社長　

同社取締役副会長（現任）

当社取締役管理部門担当（現任）　

（注）2 －

取締役 － 佐藤　光紀 昭和50年３月11日生

平成９年４月 株式会社サブ・アンド・リミナル

（現　株式会社セプテーニ・ホールディ

ングス）入社

平成13年７月 同社取締役インターネット事業本部長

平成15年10月 同社CMO常務取締役

平成16年12月 同社COO専務取締役

平成18年10月 株式会社セプテーニ代表取締役社長

（現任）

平成19年10月

　

平成21年12

月　

株式会社セプテーニ・ホールディングス

専務取締役

同社代表取締役社長（現任）

平成24年12月 当社取締役（現任）

（注）2 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 河辺　吉幸 昭和20年12月20日生

平成４年10月 兼松総合ファイナンス株式会社

常務取締役財経部部長

平成12年６月 兼松コンピューターシステム株式会社

（現　兼松コミュニケーションズ株式会

社）常勤監査役

平成17年２月 同社監査室室長

平成17年７月 当社常勤監査役（現任）

（注）3 4,200

監査役 － 柳　克久 昭和15年11月22日生

平成10年６月 あさひカード株式会社（現　りそなカー

ド株式会社）取締役

平成12年６月 同社常勤監査役

平成14年12月 株式会社セプテーニ（現　セプテーニ・

ホールディングス）監査役

平成16年３月 当社監査役（現任）

平成17年12月 株式会社セプテーニ（現　セプテーニ・

ホールディングス）常勤監査役（現任）

（注）3 －

監査役 － 長生　秀幸 昭和45年２月21日生

平成７年４月 株式会社エイ・ジー・エス・コンサル

ティング（現　株式会社AGSコンサル

ティング）入社（現任）

平成10年６月 税理士登録

平成20年２月 当社監査役（現任）

平成20年12月 ＡＧＳ税理士法人社員（現任）

（注）4 －

    計  216,700

（注）１．取締役佐藤光紀氏は社外取締役であります。監査役河辺吉幸、柳克久及び長生秀幸の３氏は、社外監査役で

あります。

２．平成25年12月18日開催の定時株主総会の終結の時から平成26年12月開催予定の定時株主総会終結の時までで

あります。

３．平成22年12月17日開催の定時株主総会の終結の時から平成26年12月開催予定の定時株主総会終結の時までで

あります。

４．平成23年12月16日開催の定時株主総会の終結の時から平成27年12月開催予定の定時株主総会終結の時までで

あります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、長期的な競争力の維持向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化と充実が経営の重要課題と認

識しております。株主やパートナー企業等全てのステークホルダーに対する社会的責任を果たしつつ、効率経営を

推進し、高収益体質を目指して企業価値増大に努めております。

(2）企業統治の体制

①　企業統治の体制の概要及び企業統治の体制を採用する理由

　当社は会社機関として、会社法に規定する取締役会及び監査役会制度を採用しております。取締役会は代表取

締役の業務執行の監督及び監視を行い、監査役会が取締役会の職務執行の監督について監査を行う体制となって

おります。

　取締役会は、本報告書提出日現在、４名で構成され、会社法で定められた事項及び当社の経営に関する重要事

項等について審議・決定する機関とし、原則として月１回開催しております。なお、本報告書提出日現在、社外

取締役は１名となっております。

　監査役会は、独立役員１名を含んだ監査役３名（全員、社外監査役）で構成され、経営の適法性・効率性につ

いて総合的にチェックする機関としており、監査役３名はともに、取締役会に出席して、意見を述べておりま

す。

　監査役会では、監査方針の決定、会計監査人からの意見聴取、取締役等からの営業報告の聴取等を行い、その

監査結果について意見を交換し、監査の実効性を高めております。

　当社のコーポレート・ガバナンスの状況を図示すると以下の通りであります。
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②　内部統制システムの整備状況

　当社では、「内部統制システム構築の基本方針」が制定され、業務全般における業務分掌規程及び職務権限規

程が整備されており、当該規程の定めに基づき各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂行しております。

　そして、業務の適切な運営と内部統制のチェック機能の徹底を図るために、内部監査室は当社の内部統制上、

重要な役割であると認識しております。この内部監査を行う部門としては社長による直接の指示のもと、内部監

査室（担当１名）がその任に当たり、監査結果は直接社長に文書で報告されております。さらに被監査部門に対

しては監査結果を踏まえて改善指示を行い、その後は遅滞なく改善状況を報告させることにより内部統制システ

ムを強固なものに改善し、内部監査の実効性を担保しております。

　また、金融商品取引法における「内部統制報告制度」への対応を徹底するため、会計監査人との連携の下、財

務報告に係る適正な内部評価が行なえる体制を構築しております。当社は今後も同体制の維持に努めて参りま

す。　

　

③　リスク管理体制の整備の状況

　リスクマネジメント体制は、各取締役が自己の分掌範囲について責任をもって構築しており、その運用状況に

ついては、監査役及び内部監査室が監査を行っております。また、コンプライアンス体制確立のため顧問弁護

士、顧問司法書士、顧問税理士等社外の専門家に必要に応じてアドバイスやチェックを依頼しております。

　また、当社は情報セキュリティに関するリスクを恒常的に管理するため、既に当社が認証を受けている情報セ

キュリティマネジメントシステムの継続的維持に努めております。そのため、取締役から最高情報セキュリティ

責任者（以下「CISO」といいます」という）を選任しております。当該CISOは、社内の適任者を選任の上、事務

局を組織し、当該事務局員とともに研修・監査を行い情報セキュリティマネジメントシステムの徹底を図ってお

ります。

　

④　コンプライアンスの徹底

　　当社は、役職員に法令、定款、社内規程、行動規範及び社会倫理の遵守を徹底させるため、コンプライアンス

委員会を組織しており、代表取締役が委員長を務めております。代表取締役は社内の適任者を選任の上、事務局

を組織し、事務局員に適時指示を行い、コンプライアンスを遵守する風土の醸成を図っております。そして、コ

ンプライアンス事務局は全社のコンプライアンスプログラムの構築・維持・管理及びコンプライアンスプログラ

ムに関わる役職員への研修・監査を行い、コンプライアンスの啓蒙を図ります。

　　また、当社は企業の社会的責任を認識し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、毅然とし

た態度で対応し、警察当局、顧問弁護士等と協力・連携を図り一切の関係を遮断します。

　

⑤　役員の報酬等

ア．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の金額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬　

ストック
オプション

賞与

 取締役
 (社外取締役を除く。)

54,390 54,390 － － 3

 監査役
 (社外監査役を除く。)

－ － － － －

 社外役員 7,425 7,425 － － 2

(注)　１．平成25年９月30日現在の人員は、取締役６名（うち、社外取締役３名）、監査役３名（全員、社外

監査役）であります。上記記載の役員の員数と、平成25年９月30日現在の役員の員数と相違してお

りますのは、取締役３名並びに監査役１名に対し、それぞれ支給実績がないためであります。　

２．平成25年12月18日開催の第21回定時株主総会決議に基づき、同日付で、取締役４名が就任しており

ます。本報告書提出日現在における人員は、取締役４名（うち、社外取締役１名）、監査役３名

（全員、社外監査役）であります。

イ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ウ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人兼務役員が存在しないため、記載しておりません。

エ．役員の報酬等の額の決定に関する方針　

役員報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役個々の報酬につきましては取締役会の決

議、監査役個々の報酬につきましては監査役会の協議によっております。
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⑥　社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

ア．社外役員の員数

　当社は、本報告書提出日現在において、社外取締役１名及び社外監査役３名（以下総称して「社外役員」と

いいます。）を選任しております。このうち、当社事業に関する助言を得ることを目的として、社外取締役１

名を親会社である株式会社セプテーニ・ホールディングスから招聘しております。また、社外監査役３名のう

ち１名をコーポレート・ガバナンス強化のため、同社より招聘しております。

イ．社外役員との人的関係

　当社と、社外役員個人との間において、特筆すべき人的関係はございません。社外役員の重要な兼職の状況

は以下の通りであります。

区　分 氏　名 重要な兼職の状況

社外取締役

（非常勤）　
佐藤　光紀

株式会社セプテーニ・ホールディングス代表取締役社長

株式会社セプテーニ代表取締役社長

社外監査役

（常勤）
河辺　吉幸 －

社外監査役

（非常勤）
柳　克久 株式会社セプテーニ・ホールディングス常勤監査役

同上 長生　秀幸 AGS税理士法人社員

ウ．資本的関係

　社外役員のうち、２名が役員を務める株式会社セプテーニ・ホールディングスは、当社の親会社であり、平

成25年９月30日現在、当社議決権の54.93％を保有しております。

エ．取引関係

　株式会社セプテーニ・ホールディングス、株式会社セプテーニ及びAGS税理士法人と、当社との間において

重要な取引関係はありません。

オ．その他の利害関係について

　特筆すべき事項はございません。

カ．当社の意思決定への影響等

　当社は、株式会社セプテーニ・ホールディングスを中心としたセプテーニグループに属しておりますが、当

社の意思決定において株式会社セプテーニ・ホールディングスの承諾は形式的にも実質的にも、その要件とさ

れておりません。当社における重要な意思決定は、取締役会規程及び善管注意義務を遵守する取締役の合議制

により為されており、親会社に左右されることなく、独立して意思決定を行っているものと認識しておりま

す。

　また、監査役３名が取締役会に出席するとともに、常勤監査役１名が社内に常勤し、取締役の意思決定過程

を適時監査しており、独立性を担保しております。

　当社においては、内部統制システム構築の基本方針を明確に定めており、当該基本方針に従って取締役の職

務執行及び監査役監査を適正に行うことにより、親会社からの独立性を担保する体制を維持・向上し続けてお

ります。

　

⑦　社外役員が企業統治において果たす機能及び役割

ア．佐藤取締役

　佐藤取締役は、セプテーニグループの主力事業となっている、インターネット広告事業の立ち上げ及び拡大

の陣頭指揮を執った人物であり、インターネット関連事業に関する豊富な経験と見識を有しております。ま

た、株式会社セプテーニ・ホールディングスの代表取締役社長として、企業経営に関する知見も有しておりま

す。これらの経験等を活かし、当社の事業方針の決定等に十分な役割を果たす事が出来るものと判断しており

ます。

イ．河辺監査役

　河辺監査役は、兼松コンピューターシステム株式会社（現　兼松コミュニケーションズ株式会社）において

常勤監査役及び監査室室長を歴任し、監査実務に対する幅広い知識と経験を有しております。その知識と経験

に基づき、事業運営及び経営判断の適法性・妥当性について積極的に意見を述べる等、取締役の職務執行を常

にモニタリングし、常勤監査役として、的確・適正な監査を実施し、当社のコーポレートガバナンス強化に十

分な役割を果たしております。なお、同氏は兼松総合ファイナンス株式会社において常務取締役財経部部長を

務め、経理・会計実務に対する豊富な知識と経験を有しております。

　また、同監査役は一般株主と利益相反が生じる立場にないため、株式会社東京証券取引所の定める独立役員

として指定しております。

ウ．柳監査役

　柳監査役は、あさひカード株式会社（現　りそなカード株式会社）の取締役及び常勤監査役を務めた後、当

社の親会社である株式会社セプテーニ・ホールディングスの常勤監査役を務め、監査実務に対する幅広い知識
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と経験を有しております。その実務を通じて培った知識と経験に基づき、主にグループガバナンスの観点か

ら、的確・適正な監査を実施し、当社のコーポレートガバナンス強化に十分な役割を果たしております。な

お、同氏は、株式会社埼玉銀行（現　株式会社りそな銀行）において長年職務に従事し、金融・会計実務に対

する豊富な知識と経験を有しております。

エ．長生監査役

　長生監査役は、所属する株式会社AGSコンサルティングにおけるコンサルティング実務を通じて、税務・会

計実務に対する豊富な経験を有しております。当該知見及び経験を活かし、取締役会及び監査役会において適

切な助言を行っており、当社のコーポレートガバナンス強化に十分な役割を果たしております。なお、同氏は

税理士資格を有しており、税務及び財務会計に関する相当程度の知見を有しております。

 

⑧　社外役員を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容、並びに社外役員の選任状況に

関する当社の考え方

　一義的には定めておりません。当社を取り巻く市況や事業環境、同業他社の動向、当社事業の進捗状況及び組

織の状況、その他総合的事情を勘案し、最適と思われる人材を選任しております。

　これらを勘案し、当社は本報告書提出日時点における社外役員の員数及び選任した人員について、適切である

と判断しております。

　

⑨　内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続き並びに内部監査、社外役員及び会計監査の相互連携

　当社では、被監査部門より独立した代表取締役社長直属の内部監査室（人員数　１名）を設置しております。

内部監査室では、当社及び子会社に対するリスクを把握し、重要性・緊急性を勘案の上で策定した内部監査計画

に基づき、適宜内部監査を実施しております。内部監査結果については、代表取締役社長に報告するとともに、

必要に応じて監査役会に報告し、監査対象部署の業務管理体制等について広範に質疑応答を行い、監査に係る情

報の提供を実施しております。

　常勤監査役及び非常勤監査役である社外監査役３名は取締役会に出席のほか、取締役等から直接業務執行につ

いて聴取、重要会議への出席、営業の報告の聴取や重要な決議資料等の閲覧などを行っております。

　内部監査室（担当１名）は事業の適正性を検証し、その結果を社長に報告しております。同時に、常勤監査役

に対しても監査実施内容及び改善状況の報告を適時行い、常勤監査役と通じて、各監査役と共有しております。

　また、社外役員のうち監査役については、内部監査人及び監査法人と定期的に協議し、監査内容について意見

交換を行っており、それぞれの相互連携が図れているものと判断しております。

　

⑩　取締役の定数

　当社の取締役の定数は、７名以内とする旨、定款で定めております。

⑪　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨、定款で

定めております。

　

⑫　取締役の解任の決議要件

　当社は取締役の解任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上の多数をもって行う旨を定款で定めております。

　

⑬　取締役、監査役及び会計監査人の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、

任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款で定めております。さ

らに当社は、同法第427条第１項の規定により、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間に、任務を怠っ

たことによる損害賠償責任について法令が規定する額を限度とする契約を締結することができる旨定款に定めて

おりますが、本報告書提出日現在、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間で責任限定契約を締結してお

りません。
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⑭　株主総会の特別決議要件の変更

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款で定めておりま

す。

　これは、特別決議を機動的に行えるよう定足数を緩和し、株主総会の円滑な運営を目的としたものでありま

す。　

　

⑮　自己株式の取得に関する要件

　当社は、自己の株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を図るため、会社法第165

条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨、定

款で定めております。

　

⑯　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項

については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定める旨定

款に定めております。

　当社の利益配当に関する基本方針は、「第４　提出会社の状況　３　配当政策」に記載の通りであります。ま

た、当社取締役の任期が、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとしていることから、配当政策等の是非については、定時株主総会における取締役選任議案として審議・

判断されるものと考えております。

　

⑰　株式の保有状況

ア．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的である銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　１銘柄　０千円

　

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（但し非上場株式除く）の保有区分、銘柄、株式数、貸借

対照表計上額及び保有目的

　　該当事項はありません。

　

ウ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　

⑱　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び提出会社の財務書類について連続して監査関連業

務を行っている場合における監査年数

業務を執行した公認会計士 所属する監査法人

山田　洋一
新日本有限責任監査法人

石井　広幸

　（注）　当社の財務書類について７年超にわたり連続して監査関連業務を行っている公認会計士はおりませ

ん。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ７名

会計士補等 ５名

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

41/90



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 16,800 － 16,800 －

連結子会社 － － － －

計 16,800 － 16,800 －

（注）　当社は監査公認会計士等との間の契約において、当社と当社子会社に対する監査の監査報酬の額を明確に区分
していないため、報酬についてはすべて提出会社のものとして記載しております。

　

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、過去の実績及び当社の特性等から監

査証明業務（内部統制監査に係るものを含む。）に係る業務量を合理的に見積り、適切に決定しております。

　また、会社法第399条に基づき、監査役会の同意を得た上で報酬を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年10月１日から平成25年９月

30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人等が主催する研修会への参加を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 729,242 968,256

売掛金 555,649 497,586

仕掛品 － 3,803

貯蔵品 1,036 1,323

その他 59,713 34,995

貸倒引当金 △13,353 △13,956

流動資産合計 1,332,289 1,492,008

固定資産

有形固定資産

建物 36,520 31,432

減価償却累計額
※ △13,232 ※ △12,417

建物（純額） 23,287 19,015

工具、器具及び備品 88,789 77,990

減価償却累計額
※ △79,905 ※ △73,018

工具、器具及び備品（純額） 8,884 4,972

有形固定資産合計 32,172 23,987

無形固定資産

のれん 514,429 371,555

ソフトウエア 3,881 1,826

その他 80 80

無形固定資産合計 518,390 373,462

投資その他の資産

投資有価証券 0 0

敷金及び保証金 89,685 68,071

その他 2,354 －

投資その他の資産合計 92,040 68,071

固定資産合計 642,603 465,520

資産合計 1,974,892 1,957,529
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 190,875 210,702

短期借入金 － 9,250

1年内返済予定の長期借入金 10,375 －

未払金 74,633 26,968

未払費用 69,102 63,561

未払法人税等 7,066 10,021

賞与引当金 28,258 35,511

ポイント引当金 9,320 12,228

事務所移転費用引当金 23,172 －

その他 39,099 24,301

流動負債合計 451,905 392,546

固定負債

長期借入金 26,954 －

その他 1,045 632

固定負債合計 27,999 632

負債合計 479,905 393,178

純資産の部

株主資本

資本金 563,900 563,900

資本剰余金 1,164,474 1,116,770

利益剰余金 △185,693 △116,518

自己株式 △47,704 －

株主資本合計 1,494,976 1,564,152

新株予約権 9 198

純資産合計 1,494,986 1,564,351

負債純資産合計 1,974,892 1,957,529

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

45/90



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 3,888,566 3,523,715

売上原価 2,269,335 2,182,605

売上総利益 1,619,230 1,341,109

販売費及び一般管理費
※1 1,393,165 ※1 1,271,955

営業利益 226,064 69,154

営業外収益

受取利息 283 164

受取配当金 170 33

違約金収入 1,889 －

助成金収入 4,354 11,261

貸倒引当金戻入額 5,325 92

その他 2,657 2,874

営業外収益合計 14,681 14,426

営業外費用

支払利息 933 318

株式上場関連費 3,147 3,547

有限責任事業組合整理損 5,031 －

支払手数料 2,400 －

その他 1,167 399

営業外費用合計 12,679 4,266

経常利益 228,065 79,313

特別損失

減損損失
※2 5,958 －

事業整理損 －
※4 3,344

事務所移転費用
※3 24,246 －

役員退職慰労金 5,000 －

特別損失合計 35,205 3,344

税金等調整前当期純利益 192,860 75,969

法人税、住民税及び事業税 2,490 6,516

法人税等合計 2,490 6,516

少数株主損益調整前当期純利益 190,369 69,452

少数株主利益 － －

当期純利益 190,369 69,452

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

46/90



【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 190,369 69,452

その他の包括利益

その他の包括利益合計 － －

包括利益 190,369 69,452

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 190,369 69,452

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 563,900 563,900

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 563,900 563,900

資本剰余金

当期首残高 623,205 1,164,474

当期変動額

合併による増加 541,269 －

自己株式の消却 － △47,704

当期変動額合計 541,269 △47,704

当期末残高 1,164,474 1,116,770

利益剰余金

当期首残高 △376,062 △185,693

当期変動額

当期純利益 190,369 69,452

連結除外による減少 － △277

当期変動額合計 190,369 69,175

当期末残高 △185,693 △116,518

自己株式

当期首残高 △6,113 △47,704

当期変動額

自己株式の取得 △41,590 －

自己株式の消却 － 47,704

当期変動額合計 △41,590 47,704

当期末残高 △47,704 －

株主資本合計

当期首残高 804,928 1,494,976

当期変動額

合併による増加 541,269 －

当期純利益 190,369 69,452

連結除外による減少 － △277

自己株式の取得 △41,590 －

当期変動額合計 690,048 69,175

当期末残高 1,494,976 1,564,152

新株予約権

当期首残高 － 9

当期変動額

新株予約権の発行 9 189

当期変動額合計 9 189

当期末残高 9 198
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

純資産合計

当期首残高 804,928 1,494,986

当期変動額

合併による増加 541,269 －

当期純利益 190,369 69,452

連結除外による減少 － △277

自己株式の取得 △41,590 －

新株予約権の発行 9 189

当期変動額合計 690,058 69,364

当期末残高 1,494,986 1,564,351
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 192,860 75,969

減価償却費 15,550 9,910

減損損失 5,958 －

のれん償却額 102,215 140,979

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,954 603

賞与引当金の増減額（△は減少） 28,258 7,253

ポイント引当金の増減額（△は減少） △9,582 2,907

有限責任事業組合整理損 5,031 －

事業整理損失 － 3,344

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） △15,772 －

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） 21,320 △23,172

受取利息及び受取配当金 △453 △198

支払利息 933 318

売上債権の増減額（△は増加） 26,870 57,968

仕入債務の増減額（△は減少） △124,236 19,826

前払費用の増減額（△は増加） 6,261 △1,163

その他 33,522 △53,828

小計 296,693 240,717

利息及び配当金の受取額 453 198

利息の支払額 △903 △322

法人税等の支払額 △36,265 △2,916

法人税等の還付額 － 22,959

営業活動によるキャッシュ・フロー 259,977 260,636

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100,000

有形固定資産の取得による支出 △9,932 △7,184

無形固定資産の取得による支出 － △1,500

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△124,817 －

子会社株式の取得による支出 △50,249 －

敷金の差入による支出 △28,635 －

敷金の回収による収入 73,252 18,047

供託金の返還による収入 30,800 －

有限責任事業組合の整理による支出 △3,000 －

その他 △805 851

投資活動によるキャッシュ・フロー △113,387 △89,786

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △155,000 9,250

長期借入金の返済による支出 △128,895 △37,329

自己株式の取得による支出 △41,590 －

新株予約権の発行による収入 9 189

配当金の支払額 △9 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △325,485 △27,890

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △178,894 142,960

現金及び現金同等物の期首残高 767,459 729,242

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8,659 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △3,946

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 132,018 －
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現金及び現金同等物の期末残高
※ 729,242 ※ 868,256
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　該当事項はありません。

　

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　１社

　連結子会社の名称

　株式会社インディソフトウェア

　

　株式会社インディソフトウェアは平成25年10月１日付で、アクセルゲームスタジオ株式会社に商号変更して

おります。

　前連結会計年度において、連結子会社でありましたアクセルビート株式会社は、平成25年８月において解散

し、重要性が低下したため連結の範囲から除外しております。ただし、解散事業年度の損益計算書は連結して

おります。

　

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券

　その他有価証券　

　　時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

　たな卸資産

　　仕掛品

　個別法による原価法によっております。　

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主な耐用年数については下記の通りであります。

　建　　　　　　　物：６～18年

　工具、器具及び備品：４～15年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウェアについては、当社の利用可能期間（５年）に基づいております。

　

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。

③　ポイント引当金

　当社グループが提供するサービス等の会員に付与したポイント等の使用により今後発生する売上原価に

ついて、当連結会計年度末において将来発生すると見込まれる額を計上しております。
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(4）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間（２～５年）にわたり、均等償却しております。

　

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

　　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年10月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

　

（連結貸借対照表関係）

※　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　　

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

給与手当　 406,972千円 436,265千円

広告宣伝費　 303,331 107,221

減価償却費　 8,614 6,969

のれん償却費　 102,215 140,979

賞与引当金繰入額　 48,748 64,469

貸倒引当金繰入額　 13,280 695

　

※２　減損損失

　　前連結会計年度（自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社（東京都中野区）
全社

建物・工具、器具及び備品・ソフト

ウェア

コンテンツ事業 ソフトウェア

　当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定し、減損損失の認識を行っておりま

す。

　当連結会計年度において、建物及び工具、器具及び備品については、事務所移転に伴い、使用が見込ま

れない資産について、減損損失（4,743千円）として計上いたしました。その内訳は建物3,717千円、工

具、器具及び備品1,026千円であります。

　全社のソフトウェア資産の効率的な活用の観点から見直しを行い遊休化した資産及び当初想定していた

収益が見込めなくなった資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,215千円）として計上いたしました。

　回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。なお、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、割引率の算定はしておりません。

　

※３　事務所の統廃合、移転により発生した費用及び将来発生が見込まれる解約金等の移転関連費用の見積額

を計上しております。

　

※４　事業整理損

　　　事業整理損は、連結子会社でありましたアクセルビート株式会社の事業撤退に係るものであります。
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（連結包括利益計算書関係）

前連結会計年度（自  平成23年10月１日  至  平成24年９月30日）

　　　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　　　　　　該当事項はありません。

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 28,877 16,062  － 44,939

合計 28,877 16,062 － 44,939

自己株式     

普通株式　（注）２ 230 1,000 － 1,230

合計 230 1,000 － 1,230

 （注）１．平成23年10月１日付のエフルート株式会社との合併に伴い、発行済株式が16,062株増加しております。

　　　　　 合併比率：エフルート株式会社の普通株式１株に対し、当社の普通株式0.0057株

２．普通株式の自己株式の増加1,000株は、平成24年８月30日開催の当社取締役会決議に基づく取得によるもので

あります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）
第11回新株予約権 － － － － － 9

合計 － － － － － 9

　

３．配当に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１．２ 44,939 4,327,191  1,230 4,370,900

合計 44,939 4,327,191 1,230 4,370,900

自己株式     

普通株式　（注）２ 1,230 － 1,230 －

合計 1,230 － 1,230 －

 （注）１．普通株式の発行済株式数の増加4,327,191株は、平成25年４月１日付で普通株式１株を100株とする株式分割

を行ったことによるものであります。

２．普通株式の発行済株式及び自己株式の減少1,230株は、自己株式の消却によるものであります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）
第11回新株予約権 － － － － － 9

第12回新株予約権 － － － － － 189

合計 － － － － － 198

　

３．配当に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 729,242千円 968,256千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 － △100,000

現金及び現金同等物 729,242 868,256

　

　　

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループの資金運用については、預金等の安全性の高い金融資産で行い、投機的な取引は行わない方針で

あります。また、資金調達については、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。　

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与信管理規程に従

い、取引先毎に期日及び残高管理を行う体制としております。また、投資有価証券である株式は、四半期毎に発

行体の財務状況等の把握に努めております。敷金保証金は、主にオフィスの賃貸借契約によるものであり、差入

先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、差入先の状況を定期的にモニタリングし、財務状

況の悪化等の早期把握に努め、リスク軽減を図っております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、その大部分が３ヶ月以内の支払期日であります。当該債務については流

動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成すること等の方法により管理しております。

　借入金の使途は運転資金であり、金利の変動リスクに晒されています。長期借入金の一部については金利の変

動リスクを回避するため固定金利により調達しております。　

　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません。

前連結会計年度（平成24年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 729,242 729,242 －

(2）売掛金 555,649 　 　

　　貸倒引当金（※１） △7,712 　 　

　　 547,936 547,936 －

(3）敷金及び保証金 89,685 77,633 △12,051

資産計 1,366,864 1,354,813 △12,051

(1）買掛金 190,875 190,875 －

(2）未払金 74,633 74,633 －

(3）長期借入金（※２） 37,329 37,436 107

負債計 302,838 302,945 107

(※１) 売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２) 流動負債の１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

　

当連結会計年度（平成25年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 968,256 968,256 －

(2）売掛金 497,586 　 　

　　貸倒引当金（※１） △7,712 　 　

　　 489,873 489,873 －

(3）敷金及び保証金 68,071 59,782 △8,288

資産計 1,526,201 1,517,912 △8,288

(1）買掛金 210,702 210,702 －

(2）未払金 26,968 26,968 －

負債計 237,670 237,670 －

(※１) 売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）敷金及び保証金

　これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを国

債の利回りで割り引いた現在価値によっております。

負　債

(1）買掛金、(2）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）長期借入金

　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。
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３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　前連結会計年度（平成24年９月30日）及び当連結会計年度（平成25年９月30日）

　非上場株式（連結貸借対照表計上額０千円）は、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難なことか

ら時価開示の対象とはしておりません。

　

４．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 729,035 － － －

売掛金 555,649 － － －

敷金及び保証金 18,085 71,599 － －

合計 1,302,770 71,599 － －

　

当連結会計年度（平成25年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 967,870 － － －

売掛金 497,586 － － －

敷金及び保証金 － 68,071 － －

合計 1,465,456 68,071 － －

　

５．短期借入金、長期借入金及び長期未払金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年９月30日）

　
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 10,375 3,528 3,528 3,528 3,528

長期未払金 388 413 440 191 －

　

当連結会計年度（平成25年９月30日）

　
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

短期借入金 9,250 － － － －

長期未払金 413 440 191 － －

　

（有価証券関係）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

１．自社株式オプションに係る当初の資産計上額及び科目名

　 （単位：千円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年10月１日
　　至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
　　至　平成25年９月30日）

現金及び預金 9 189

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成18年

ストック・オプション①
平成18年

ストック・オプション③
平成19年

ストック・オプション①

付与対象者の区分及び人

数

当社の取締役　４名

当社の従業員　22名　
社外協力者　１名

当社の取締役　３名

当社の従業員　25名　

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）１

普通株式1,440株 普通株式10株 普通株式49,000株（注）２

付与日 平成18年４月17日 平成18年４月17日 平成19年１月16日

権利確定条件

いずれかの証券取引所に上場
された場合に限る。
新株予約権者は、権利行使時
においても、当社、当社子会
社又は関連会社の取締役、監
査役又は従業員いずれかの地
位にあることを要する。ただ
し、新株予約権者の退任又は
退職後の権利行使につき正当
な理由があると取締役会が認
めた場合は、この限りではな
い。

いずれかの証券取引所に上場
された場合に限る。

いずれかの証券取引所に上場
された場合に限る。
新株予約権者は、権利行使時
においても、当社、当社子会
社又は関連会社の取締役、監
査役又は従業員いずれかの地
位にあることを要する。ただ
し、新株予約権者の退任又は
退職後の権利行使につき正当
な理由があると取締役会が認
めた場合は、この限りではな
い。　

対象勤務期間
平成18年４月17日から

平成20年３月31日まで　

平成18年４月17日から

平成20年３月31日まで　

平成19年１月17日から

平成21年１月16日まで　

権利行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで　

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで　

平成21年１月17日から

平成25年12月31日まで

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。　

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成25年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 　
平成18年

ストック・オプション
①

平成18年
ストック・オプション

③

平成19年
ストック・オプション

①　

権利確定前 （株） 　 　 　

前連結会計年度末 　 － － －

付与 　 － － －

失効 　 － － －

権利確定 　 － － －

未確定残 　 － － －

権利確定後 （株） 　 　 　

前連結会計年度末 　 15 10 500 ※

権利確定 　 － － －

権利行使 　 － － －

失効 　 15 10 －

未行使残 　 － － 500

　※　平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。
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②　単価情報

　 　
平成18年

ストック・オプション
①

平成18年
ストック・オプション

③

平成19年
ストック・オプション

①

権利行使価格（円） 　 － － 2,000 ※

行使時平均株価（円） 　 － － －

公正な評価単価（付与日）（円） 　 － － －

　※　平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。

　　

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）自社株式オプションの内容

　 第11回新株予約権

付与対象者の区分及び人

数

当社の取締役　２名

当社の従業員　１名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）１．２

普通株式110,000株

付与日 平成24年１月15日

権利確定条件

①(ⅰ)金融商品取引法に基づき提出した平成24年９月期乃至　平成26年９月期の有価証券報
告書に記載されたアクセルマーク株式会社の連結損益計算書における営業利益に、平成23年
10月１日を効力発生日とするエフルート株式会社との合併並びに当該合併に伴うエフルート
レックス株式会社及びエフルート・モバイル・テクノロジー株式会社の子会社化により生じ
たのれんに係るのれん償却額（但し、販売費及び一般管理費に計上されたものに限る。）を
加算した額（以下「のれん償却前営業利益」という。）の累計額が5.5 億円を超過している
場合。
(ⅱ)(ⅰ)にかかわらず、本新株予約権者は、平成24年９月期ののれん償却前営業利益又は平
成24年９月期乃至平成25年９月期ののれん償却前営業利益の累計額が5.5 億円を超過した場
合は、本新株予約権を行使することができる。
(ⅲ)割当日から３年間において、金融商品取引所におけるアクセルマーク株式会社普通株式
の普通取引終値の１月間（当日を含む直近の21本邦営業日）の平均株価（１円未満の端数は
切り下げ）が一度でも行使価額の50%（１円未満の端数は切り下げ）（但し、第４　提出会
社の状況　１　株式等の状況　（２）新株予約権の状況⑤の注釈２．に準じて取締役会によ
り適切に調整されるものとする。）を乗じた価格を下回った場合、当該下回った日以降、残
存するすべての本新株予約権を行使できないものとする。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）の
条件を達成した場合は、以後、本（ⅲ）に定める条件は消滅するものとする。
②新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査
役又は従業員いずれかの地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後
の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成24年１月15日から

平成29年１月14日まで
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　 第12回新株予約権　

付与対象者の区分及び人

数

当社の取締役　　１名

子会社の取締役　３名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）１．２

普通株式90,000株

付与日 平成25年１月11日

権利確定条件

①本新株予約権者は、甲が金融商品取引法に基づき提出した平成25年9月期乃至平成29年9月
期の有価証券報告書に記載された甲連結損益計算書における、いずれかの期の単年度連結営
業利益（連結決算を行わなくなった場合、取締役会の決議に基づき、甲の単体営業利益に変
更することができる。）が、7億円を超過している場合にのみ、本新株予約権を行使するこ
とができる。なお、国際財務報告基準（IFRSs）の適用等により参照すべき営業利益等の概
念に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役
会にて合理的に定める。
②本新株予約権者が甲、甲の子会社又は甲の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれ
の地位も喪失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、甲は、取締役会で当該
本新株予約権の権利行使を認めることがない旨の決議をすることができる。この場合におい
ては、当該本新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅する。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成25年１月11日から

平成31年１月10日まで

　（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。

　

(2）自社株式オプションの規模及びその変動状況

　　当連結会計年度（平成25年９月期）において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　自社株式オプションの数

　 　 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利確定前 （株） 　 　

前連結会計年度末 　 110,000 ※ －

付与 　 － 90,000 ※

失効 　 － －

権利確定 　 － －

未確定残 　 110,000 90,000

権利確定後 （株） 　 　

前連結会計年度末 　 － －

権利確定 　 － －

権利行使 　 － －

失効 　 － －

未行使残 　 － －

　※　平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。

　

②　単価情報

　 　 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利行使価格（円） 　 400 ※ 430 ※

行使時平均株価（円） 　 － －

公正な評価単価（付与日）（円） 　 9 210

　※　平成25年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。
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４．自社株式オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与された第12回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。

①　使用した評価技法　　　　　モンテカルロ・シミュレーション

　

②　主な基礎数値及び見積方法

　 第12回新株予約権

株価変動性（注）１ 96.4％

満期までの期間 6.0年

予想配当（注）２ 0円／株

無リスク利子率（注）３ 0.232％

（注）１．満期までの期間に応じた直近の期間の株価実績に基づき算定しております。

２．平成24年９月期の配当実績によっております。

３．満期までの期間に対応した償還年月日平成30年12月20日の長期国債297の流通利回りであ

ります。

　

５．ストック・オプション及び自己株式オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
　

当連結会計年度
（平成25年９月30日）

繰延税金資産 　 　 　

未払事業税 2,545千円　 2,401千円

賞与引当金 10,740 　 13,513

事務所移転費用引当金 8,766 　 －

減価償却超過額 119,597 　 100,386

投資有価証券評価損 3,848 　 3,848

貸倒引当金 5,064 　 5,304

繰越欠損金 251,097 　 200,180

その他 10,520 　 10,061

繰延税金資産小計 412,181 　 335,697

　評価性引当額 △412,181 　 △335,697

繰延税金資産合計 － 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
　

当連結会計年度
（平成25年９月30日）

法定実効税率 40.7％ 　 38.0％

（調整） 　 　 　

交際費等永久差異 1.7 　 3.2

住民税均等割額 1.3 　 3.6

繰越欠損金の利用 △54.3 　 △0.4

評価性引当額の減少 △3.3 　 △91.6

のれん償却額 15.2 　 55.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.3 　 8.6
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　前連結会計年度（平成24年９月30日）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する

連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69％から平成24年10月１日に開

始する連結会計年度から平成26年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

38.01％に、平成27年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.64

％となります。

　なお、この変更による影響はありません。　

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（平成24年９月30日）及び当連結会計年度（平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（平成24年９月30日）及び当連結会計年度（平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、事業領域別にセグメントを構成し、「ソーシャルゲーム事業」、「コンテンツ事業」、

「広告事業」の３つを報告セグメントとしております。なお、各報告セグメントの事業の概要は以下の通りで

あります。

事業区分 事業の概要

ソーシャルゲーム事業 ・ソーシャルゲームの企画・開発・運営等

コンテンツ事業 ・携帯電話・スマートフォン向けコンテンツの配信

広告事業

・広告ネットワーク事業

・検索ポータル事業

・モバイル向けコンテンツ検索サービスの提供等の海外事業

（注）広告事業において子会社でありましたアクセルビート株式会社は、モバイル向けコンテンツ検索サービス

の提供等の海外事業を担当しておりましたが、当該事業から撤退し、平成25年８月に解散しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は、概ね

市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　 （単位：千円）

　

報告セグメント
調整額
（注１）　

連結財務諸表
計上額ソーシャル

ゲーム事業
コンテンツ
事業

広告事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,700,177 1,343,103 845,285 3,888,566 － 3,888,566

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 12,763 12,763 △12,763 －

計 1,700,177 1,343,103 858,048 3,901,329 △12,763 3,888,566

セグメント利益 177,127 236,237 35,194 448,559 △222,495 226,064

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 423 5,000 3,781 9,205 5,630 14,836

（注）１　セグメント利益の調整額△222,495千円には、のれんの償却額△61,484千円、各報告セグメントに配賦して

いない全社費用△161,011千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社管理

費用であります。

　　　２　当社グループは、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及

び無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。　

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　 （単位：千円）

　

報告セグメント
調整額
（注１）　

連結財務諸表
計上額ソーシャル

ゲーム事業
コンテンツ
事業

広告事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,847,638 721,952 954,124 3,523,715 － 3,523,715

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 10,943 10,943 △10,943 －

計 1,847,638 721,952 965,067 3,534,659 △10,943 3,523,715

セグメント利益 136,897 66,934 103,756 307,588 △238,433 69,154

その他の項目 　 　 　 　 　 　

減価償却費 308 1,222 1,589 3,120 6,790 9,910

（注）１　セグメント利益の調整額△238,433千円には、のれんの償却額△61,484千円、各報告セグメントに配賦して

いない全社費用△176,949千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社管理

費用であります。

　　　２　当社グループは、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及

び無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2）有形固定資産　

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ディー・エヌ・エー 1,689,129 ソーシャルゲーム事業

ヤフー株式会社 674,189 広告事業

ＫＤＤＩ株式会社 508,664 コンテンツ事業

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 440,112 コンテンツ事業

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高　

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2）有形固定資産　

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ディー・エヌ・エー 1,663,859 ソーシャルゲーム事業

ヤフー株式会社 480,904 広告事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　 （単位：千円）

　
ソーシャル
ゲーム事業　

コンテンツ
事業

広告事業　
全社・消去
（注）

合計

減損損失 － 360 － 5,598 5,958

（注）全社・消去の金額は、主に報告セグメントに帰属しない固定資産の減損損失に係る金額であります。

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　　　　　　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　 （単位：千円）

　
ソーシャル
ゲーム事業

コンテンツ
事業

広告事業　 全社・消去 合計

当期償却額 11,731 29,000 － 61,484 102,215

当期末残高 238,242 30,250 － 245,937 514,429

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　 （単位：千円）

　
ソーシャル
ゲーム事業

コンテンツ
事業

広告事業　 全社・消去 合計

当期償却額 49,994 29,500 － 61,484 140,979

当期末残高 188,247 1,750 － 181,558 371,555

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。

　

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。

　

（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社　

株式会社セ

プテーニ

東京都新宿

区
300,000

インター

ネット広告

事業　

－ 役員の兼任

ソーシャル

ゲームの運

営委託

38,564 買掛金 37,707

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．ソーシャルゲームの運営委託については、一般の取引条件と同様に当事者間の契約により決定しておりま

す。

（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

重要な子

会社の役

員　

野津　幸治 －　 －

㈱インディ

ソフトウェ

ア代表取締

役　

－ 債務被保証

銀行借入に

対する債務

被保証（注

２）　

37,329 － －

重要な子

会社の役

員及びそ

の近親者

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社

㈱クオリ

ティ・エー

ジェント

（注）３

東京都新宿

区
1,000

ソフトウェ

ア受託開発
－

システム並

びにソフト

ウェアの開

発及び保守

委託

ソフトウェ

ア開発及び

保守委託

10,200 未払金 525

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．㈱インディソフトウェアの銀行借入に対して、㈱インディソフトウェア代表取締役野津幸治より債務保証を

受けております。なお、㈱インディソフトウェアは、保証料の支払は行っておりません。

３．㈱クオリティ・エージェントは、連結子会社のアクセルビート株式会社の元取締役石川和信氏が議決権の

100％を保有しております。同氏は平成24年９月30日付でアクセルビート株式会社の取締役を退任しており

ます。

４．取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引条件と同様に決定しております。　

　　

当連結会計年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報
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株式会社セプテーニ・ホールディングス（東京証券取引所　ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場）

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

　

（開示対象特別目的会社関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 342.03円 357.86円

１株当たり当期純利益金額 42.64円 15.89円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 42.55円 15.76円

（注）１．当社は、平成25年４月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。

　　このため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり

当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
当連結会計年度

（平成25年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 1,494,986 1,564,351

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 9 198

（うち新株予約権（千円）） （9） （198）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,494,976 1,564,152

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
4,370,900 4,370,900

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益金額（千円） 190,369 69,452

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 190,369 69,452

普通株式の期中平均株式数（株） 4,464,600 4,370,900

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 9,400 37,058

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

新株予約権（新株予約権の数30

個）。詳細は「第４ 提出会社

の状況１ 株式等の状況（2）

新株予約権等の状況」に記載の

通りであります。

新株予約権（新株予約権の数5

個）。詳細は「第４ 提出会社

の状況１ 株式等の状況（2）

新株予約権等の状況」に記載の

通りであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 9,250 0.52 －

１年以内に返済予定の長期借入金 10,375 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 26,954 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 　 　 　 　

未払金（１年内返済予定） 388 413 5.3 －

長期未払金（１年超返済） 1,045 632 5.3 平成26年～28年

合計 38,762 10,295 － －

（注）１．平均利率は、借入金等明細表期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期未払金 440 191 － －

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　
　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 896,468 1,725,645 2,573,305 3,523,715

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額又は税金等調整前四半期純損失金額

（△）（千円）

△27,811 △7,107 30,943 75,969

四半期（当期）純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
△30,448 △15,120 21,382 69,452

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△6.97 △3.46 4.89 15.89

（注）当社は、平成25年４月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。

　　　このため、当連結会計年度の期首に該当株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益又は１

株当たり四半期純損失を算定しております。
　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△6.97 3.51 8.35 11.00

（注）当社は、平成25年４月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。

　　　このため、当連結会計年度の期首に該当株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益又は１株当たり

四半期純損失を算定しております。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 638,293 773,297

売掛金
※3 528,532 ※3 483,215

仕掛品 － 3,803

貯蔵品 1,036 1,134

前払費用 29,390 21,521

短期貸付金
※3 211,205 ※3 310,000

未収入金
※3 35,479 ※3 13,017

その他 23,677 1,030

貸倒引当金 △98,323 △13,956

流動資産合計 1,369,291 1,593,063

固定資産

有形固定資産

建物 34,775 31,432

減価償却累計額
※1 △11,488 ※1 △12,417

建物（純額） 23,287 19,014

工具、器具及び備品 87,543 76,744

減価償却累計額
※1 △79,020 ※1 △71,958

工具、器具及び備品（純額） 8,523 4,786

有形固定資産合計 31,810 23,801

無形固定資産

のれん 229,912 151,496

ソフトウエア 3,520 1,826

その他 80 80

無形固定資産合計 233,513 153,403

投資その他の資産

投資有価証券 0 0

長期前払費用 1,825 －

敷金及び保証金 86,912 68,071

関係会社株式 87,383 87,383

投資その他の資産合計 176,121 155,455

固定資産合計 441,445 332,660

資産合計 1,810,737 1,925,723
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金
※3 176,335 ※3 231,294

短期借入金 － 9,250

未払金 64,974 30,045

未払費用 51,899 53,653

未払法人税等 6,281 9,731

未払消費税等 12,301 18,229

前受金 13 11

預り金 4,876 5,176

賞与引当金 28,258 31,124

ポイント引当金 9,320 12,228

事務所移転費用引当金 11,024 －

流動負債合計 365,286 400,745

負債合計 365,286 400,745

純資産の部

株主資本

資本金 563,900 563,900

資本剰余金

資本準備金 148,821 148,821

その他資本剰余金 1,015,653 967,948

資本剰余金合計 1,164,474 1,116,770

利益剰余金

利益準備金 396 396

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △235,625 △156,286

利益剰余金合計 △235,229 △155,890

自己株式 △47,704 －

株主資本合計 1,445,441 1,524,779

新株予約権 9 198

純資産合計 1,445,451 1,524,978

負債純資産合計 1,810,737 1,925,723
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 2,932,044 3,192,107

売上原価 1,752,087 2,064,537

売上総利益 1,179,957 1,127,569

販売費及び一般管理費
※2 1,137,245 ※2 1,053,369

営業利益 42,712 74,200

営業外収益

受取利息 4,301 3,225

受取配当金 170 －

違約金収入 1,889 －

助成金収入 4,354 11,261

貸倒引当金戻入額
※1 60,325 63

関係会社業務受託料 60,980 33,135

その他 2,595 2,031

営業外収益合計 134,617 49,717

営業外費用

支払利息 216 123

株式上場関連費 3,147 3,547

有限責任事業組合整理損 5,031 －

貸倒損失 －
※1 34,882

支払手数料 2,400 －

その他 1,169 155

営業外費用合計 11,964 38,709

経常利益 165,365 85,207

特別損失

減損損失
※3 4,776 －

事務所移転費用
※4 12,586 －

役員退職慰労金 5,000 －

特別損失合計 22,363 －

税引前当期純利益 143,001 85,207

法人税、住民税及び事業税 2,168 5,868

法人税等合計 2,168 5,868

当期純利益 140,833 79,338
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　制作原価  1,752,087 100.0 2,016,067 97.5

Ⅱ　労務費  － － 45,710 2.2

Ⅲ　経費 　 － － 6,562 0.3

当期総費用  1,752,087 100.0 2,068,341 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 －     －     

合計 　 1,752,087     2,068,341     

期末仕掛品たな卸高 　 －     3,803     

当期売上原価  1,752,087     2,064,537     

（注）原価計算の方法は個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 563,900 563,900

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 563,900 563,900

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 148,821 148,821

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 148,821 148,821

その他資本剰余金

当期首残高 474,383 1,015,653

当期変動額

合併による増加 541,269 －

自己株式の消却 － △47,704

当期変動額合計 541,269 △47,704

当期末残高 1,015,653 967,948

資本剰余金合計

当期首残高 623,205 1,164,474

当期変動額

合併による増加 541,269 －

自己株式の消却 － △47,704

当期変動額合計 541,269 △47,704

当期末残高 1,164,474 1,116,770

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 396 396

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 396 396

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △376,458 △235,625

当期変動額

当期純利益 140,833 79,338

当期変動額合計 140,833 79,338

当期末残高 △235,625 △156,286

利益剰余金合計

当期首残高 △376,062 △235,229

当期変動額

当期純利益 140,833 79,338

当期変動額合計 140,833 79,338

当期末残高 △235,229 △155,890
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年９月30日)

当事業年度
(自　平成24年10月１日
　至　平成25年９月30日)

自己株式

当期首残高 △6,113 △47,704

当期変動額

自己株式の取得 △41,590 －

自己株式の消却 － 47,704

当期変動額合計 △41,590 47,704

当期末残高 △47,704 －

株主資本合計

当期首残高 804,928 1,445,441

当期変動額

合併による増加 541,269 －

当期純利益 140,833 79,338

自己株式の取得 △41,590 －

当期変動額合計 640,512 79,338

当期末残高 1,445,441 1,524,779

新株予約権

当期首残高 － 9

当期変動額

新株予約権の発行 9 189

当期変動額合計 9 189

当期末残高 9 198

純資産合計

当期首残高 804,928 1,445,451

当期変動額

新株予約権の発行 9 189

合併による増加 541,269 －

当期純利益 140,833 79,338

自己株式の取得 △41,590 －

当期変動額合計 640,522 79,527

当期末残高 1,445,451 1,524,978
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　該当事項はありません。

　

（重要な会計方針）

(1）資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

　　たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法によっております。

　

(2）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　　　定率法を採用しております。なお、主な耐用年数については下記の通りであります。

　　建　　　　　　　物：６年～18年

　　工具、器具及び備品：４年～15年

　②　無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　ソフトウエアについては、当社の利用可能期間（５年）に基づいております。

　　のれんの償却については、その効果の発現する期間（２～５年）にわたり、均等償却しております。

　

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。

③　ポイント引当金

　当社が提供するサービス等の会員に付与したポイント等の使用により今後発生する売上原価について、当事

業年度末において将来発生すると見込まれる額を計上しております。

　

(4）その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（表示方法の変更）

　　（貸借対照表）

　前事業年度において独立掲記していた「未収還付法人税等」は資産の総額の100分の１以下となったため、当

事業年度から「流動資産」の「その他」に含めて表示することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「未収還付法人税等」に表示していた22,316

千円は、「その他」に組み替えております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年10月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。
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（貸借対照表関係）

※１．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　

　２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行（前事業年度は４行）と当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基づく事業年度末の借入未実行の残高は次の通りであります。

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
当事業年度

（平成25年９月30日）

当座貸越極度額 350,000千円 155,000千円

借入実行残高 － 1,250

差引額 350,000 153,750

　

※３．関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。　

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
当事業年度

（平成25年９月30日）

流動資産 　 　

売掛金 43,158千円 11,189千円

短期貸付金 210,400 310,000

未収入金 20,836 7,198

流動負債   

買掛金 1,002 24,326

　

（注）関係会社に対する「買掛金」の合計額は、負債及び純資産の合計の100分の１を超えたため、当事業年度より表示

することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の組替えを行っております。
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（損益計算書関係）

※１．関係会社項目

　　　関係会社との取引に係るものが次の通り含まれております。

　
前事業年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

貸倒引当金戻入額（注）１ 55,000千円 －千円

貸倒損失（注）２　 －千円 34,882千円

（注）１．貸倒引当金戻入額の内訳は、子会社株式会社インディソフトウェアに対する短期貸付金にかかる貸

倒引当金の戻入100,000千円、子会社アクセルビート株式会社に対する短期貸付金にかかる貸倒引

当金の繰入45,000千円であります。

２．貸倒損失の内訳は、当事業年度における、子会社アクセルビート株式会社に対する債権放棄による

ものです。

　

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度20.5％、当事業年度10.7％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度79.5％、当事業年度89.3％であります。

　　　主要な費目及び金額は次の通りであります。

　
前事業年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

役員報酬 51,600千円 61,815千円

給料手当 320,464 360,498

雑給 46,745 64,890

法定福利費 59,426 71,968

広告宣伝費 222,456 105,889

減価償却費 8,190 6,694

のれん償却費 78,915 79,415

地代家賃 61,315 70,038

賞与引当金繰入額 38,378 54,550

貸倒引当金繰入額 13,323 695

（注）「役員報酬」及び「雑給」は、販売費及び一般管理費の合計額の100分の５を超えたため、当事業年度より表示す

ることとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の組替えを行っております。

　

※３．減損損失

　当社は以下の通り減損損失を計上いたしました。

前事業年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

場所 用途 種類

本社（東京都中野区）
全社

建物・工具、器具及び備品・ソフト

ウェア

コンテンツ事業　 ソフトウェア

　当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定し、減損損失の認識を行っております。

　当事業年度において、建物及び工具、器具及び備品については、事務所移転に伴い、使用が見込まれ

ない資産について、減損損失（3,561千円）として計上いたしました。その内訳は建物2,582千円、工

具、器具及び備品979千円であります。

　全社のソフトウェア資産の効率的な活用の観点から見直しを行い遊休化した資産及び当初想定してい

た収益が見込めなくなった資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,215千円）として計上いたしました。

　回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。なお、将来キャッシュ・フロー

がマイナスであるため、割引率の算定はしておりません。

　

※４．事務所の統廃合、移転により発生した費用及び将来発生が見込まれる解約金等の移転関連費用の見積

額を計上しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 230 1,000 － 1,230

合計 230 1,000 － 1,230

（注）普通株式の自己株式の増加1,000株は、平成24年８月30日開催の当社取締役会決議に基づく取得によるものであ

　　　ります。

　

当事業年度（自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 1,230 － 1,230 －

合計 1,230 － 1,230 －

（注）普通株式の自己株式の減少1,230株は、自己株式の消却によるものであります。

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成24年９月30日）

　非上場株式（貸借対照表計上額0千円）は、市場価値が無く、時価を把握することが極めて困難なことから

時価開示の対象とはしておりません。

　関係会社株式（貸借対照表計上額87,383千円）は、市場価値が無く、時価を把握することが極めて困難なこ

とから時価開示の対象とはしておりません。

　

当事業年度（平成25年９月30日）

　非上場株式（貸借対照表計上額0千円）は、市場価値が無く、時価を把握することが極めて困難なことから

時価開示の対象とはしておりません。

　関係会社株式（貸借対照表計上額87,383千円）は、市場価値が無く、時価を把握することが極めて困難なこ

とから時価開示の対象とはしておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
　

当事業年度
（平成25年９月30日）

繰延税金資産 　　 　

繰越欠損金 88,245千円　 71,629千円

貸倒引当金繰入超過額 37,372 　 5,304

事務所移転費用引当金 4,190 　 －

賞与引当金 10,317 　 11,830

ポイント引当金 3,542 　 4,648

減価償却超過額 44,758 　 48,128

投資有価証券評価損 3,848 　 3,848

関係会社株式評価損 11,402 　 11,402

未払事業税 2,545 　 2,401

その他 6,889 　 5,193

繰延税金資産小計 213,114 　 164,387

評価性引当額 △213,114 　 △164,387

繰延税金資産合計 － 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年９月30日）
　

当事業年度
（平成25年９月30日）

法定実効税率 40.7％ 　 38.0％

（調整） 　 　 　

交際費等永久差異 1.8 　 1.8

住民税均等割額 1.5 　 2.7

繰越欠損金の利用 △20.7 　 △19.5

評価性引当額の減少 △35.7 　 △38.4

のれん償却額 13.9 　 22.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.5 　 6.9

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　前事業年度（平成24年９月30日）　

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する

事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69％から平成24年10月１日に開始す

る事業年度から平成26年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、

平成27年10月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、35.64％となります。

　なお、この変更による影響はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（平成24年９月30日）及び当事業年度（平成25年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 330.70円 348.85円

１株当たり当期純利益金額 31.54円 18.15円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 31.48円 18.00円

　（注）１．当社は、平成25年４月１日付にて普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。こ

のため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利

益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。　

　　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下の通りであります。

項目
前事業年度

（平成24年９月30日）
当事業年度

（平成25年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 1,445,451 1,524,978

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 9 198

　（うち新株予約権（千円）） (9) (198)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,445,441 1,524,779

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
4,370,900 4,370,900

　　　　３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前事業年度

（自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日）

当事業年度
（自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益金額（千円）　 140,833 79,338

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益金額（千円） 140,833 79,338

　普通株式の期中平均株式数（株） 4,464,600 4,370,900

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 9,400 37,058

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

新株予約権（新株予約権の数30

個）。詳細は「第４　提出会社の

状況　１　株式等の状況(2)新株

予約権等の状況」に記載の通りで

あります。

新株予約権（新株予約権の数5

個）。詳細は「第４　提出会社の

状況　１　株式等の状況(2)新株

予約権等の状況」に記載の通りで

あります。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額及び
減損損失累計
額又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 34,775 － 3,343 31,432 12,417 4,272 19,014

工具、器具及び備品 87,543 － 10,799 76,744 71,958 3,585 4,786

有形固定資産計 122,319 － 14,142 108,176 84,375 7,858 23,801

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

のれん 394,578 1,000 － 395,578 244,081 79,415 151,496

ソフトウエア 27,133 － － 27,133 25,307 1,693 1,826

その他 80 － － 80 － － 80

無形固定資産計 421,792 1,000 － 422,792 269,388 81,109 153,403

長期前払費用 53,571 － 53,571 － － 1,825  －　

（注）　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 移転した事務所の建物の除却 3,343千円 

工具、器具及び備品 移転した事務所の工具、器具及び備品の除却 10,799千円 

長期前払費用 配信契約金及び前払印税の期間終了 53,571千円

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 98,323 13,956 85,000 13,323 13,956

賞与引当金 28,258 58,857 55,991 － 31,124

ポイント引当金 9,320 12,228 － 9,320 12,228

事務所移転費用引当金 11,024 － 11,024 － －

（注）　１．引当金の計上理由及び額の算定方法は、重要な会計方針に記載しております。

　　　　２．貸倒引当金の当期減少額（その他）は貸倒引当金の戻入によるものであります。

　　　　３．ポイント引当金の当期減少額（その他）はポイント引当金の戻入によるものであります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 386

預金 　

普通預金 672,911

定期預金 100,000

小計 772,911

合計 773,297

　

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ディー・エヌ・エー 143,258

ヤフー株式会社 69,025

楽天株式会社 46,816

株式会社ｇｌｏｏｐｓ 46,570

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 43,890

その他 133,654

合計 483,215

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

528,532 3,351,712 3,397,029 483,215 87.5 55.1

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

③　仕掛品3,803千円は、モバイルゲーム受託開発によるものです。

　

④　貯蔵品1,134千円は、主に福利厚生に係る食事補助券です。　

　

⑤　短期貸付金

区分 金額（千円）

株式会社インディソフトウェア 310,000

合計 310,000

　

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

83/90



⑥　買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社セプテーニ 37,707

株式会社インディソフトウェア 24,326

株式会社モバイルブック・ジェーピー 18,473

ＦＣ２，Ｉｎｃ 16,611

株式会社ビットウェイ 11,869

その他 122,305

合計 231,294

 

（３）【その他】

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日

１単元の株式数（注１） 100株

単元未満株式の買取り　  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　

取次所 ――――――――――――

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。但し、電子公告を行うことができない事故その他のや

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次の通りです。

http://www.axelmark.co.jp/ir/notice/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．平成24年11月14日の取締役会決議及び同年12月19日付の第20回定時株主総会における決議に基づき、平成25

年４月１日を効力発生日として、単元株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

２．当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

　　①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第20期）（自平成23年10月１日　至平成24年９月30日）平成24年12月19日関東財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成24年12月19日関東財務局長に提出。

(3）四半期報告書及び確認書

①　（第21期第１四半期）（自平成24年10月１日　至平成24年12月31日）平成25年２月14日関東財務局長に提出。

②　（第21期第２四半期）（自平成25年１月１日　至平成25年３月31日）平成25年５月14日関東財務局長に提出。

③　（第21期第３四半期）（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）平成25年８月13日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

平成24年12月20日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

  平成25年12月18日

アクセルマーク株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　広幸　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクセルマーク株式会社の平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アク

セルマーク株式会社及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アクセルマーク株式会社の平

成25年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、アクセルマーク株式会社が平成25年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

  平成25年12月18日

アクセルマーク株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　広幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクセルマーク株式会社の平成24年10月１日から平成25年９月30日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アクセル

マーク株式会社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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